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　　　　　　　　　　　皆様には、平素より山口県信用組合をお引き立て頂き、厚くお礼
　　　　　　　　　　申し上げます。
　　　　　　　　　　　本年もここに、当組合の現況をご報告したディスクロージャー誌
　　　　　　　　　　「経営レポート２０１５」（平成２６年版）を発刊いたしました。本
　　　　　　　　　　冊子は皆様方に当組合の経営方針、業務内容、業績などについて、
　　　　　　　　　　ご理解を深めて頂くための資料として作成しており、是非ご高覧賜
　　　　　　　　　　りますようお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　当期における我が国経済を顧みますと、アベノミクスによる景気
回復に向けた「大胆な金融政策」および「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長
戦略」の「三本の矢」の一体的推進により、緩やかな回復基調が続いているものの、個人
消費等に弱さがみられ、未だデフレ脱却には至っておりません。後半の原油価格低下等に
より、物価上昇のテンポは若干緩やかとなりましたが、円安はこの一年で進み、日経平均
株価の高騰傾向は現在もなお続いております。
　日本経済も徐々に回復と再生に向けた動きが見受けられ、「地方への好循環拡大に向け
た緊急経済対策」も推し進められるようにはなりましたが、とりわけ主な取引先である中
小零細事業主への波及効果は未だ薄く、業種により異なりはしますが、好調な事業収益が
確保されている先は数少なく、メディアでも賃上げ無き物価上昇や格差の拡大等が問題視
される中、厳しい状況が続いております。
　こうした状況下において金融面では、中小企業金融円滑化法は、平成 25 年 3 月末で終
了しましたが、当組合は引き続き取引先からの貸出の返済猶予や貸出条件の変更などの相
談に積極的かつ柔軟に対応するとともに、中小零細業者に対するコンサルティング機能の
発揮に全力で取り組んでおります。
　このような経営環境の中、当組合は組合員の皆様の変わらぬ力強いご支援を受けながら
役職員が一体となって、金融仲介機能の発揮に鋭意努力を重ねてまいりました結果、概ね
次のような業績をあげることができました。
　預金積金の期末残高につきましては、前期比 1,077 百万円増加し、26,443 百万円（前期
比 4.24％）となりました。一方、貸出金の期末残高につきましては、事業者向け貸出、個
人住宅ローンの積極的な推進の結果、前期比 697 百万円増加して 18,088 百万円 ( 前期比
4.01％）となりました。
　収益面につきましては、経営の健全性と財務体質強化のため貸倒引当金を 97 百万円積
み増ししましたが、資金の効率的な運用と経費の削減に努めた結果、当期純利益 81 百万
円を計上することができました。
　また、金融機関の健全性を示す自己資本比率は、貸出金残高の増加などによるリスク・
アセットが増加したものの、自己資本の増加もあったことから 0.20 ポイント上昇し、8.99％
となりました。
　これは、国内基準（4％）を大きく上回る水準を維持しております。
　平成 27 年度も諸課題を抱えておりますが、この厳しい経営環境を克服し、地域経済の
再生や地域社会の活性化への様々な取組を実践するとともに、内部管理態勢の一層の整備
の充実をはかり、経営の合理化、効率化を推進し、体質のさらなる健全化に努めてまいり
ます。
　何卒、これまで以上に一層のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

　　平成 27 年 7 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　稲 田 匠 美

ご　あ　い　さ　つ
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１

昭和 26 年 12 月	 山口県知事の認可を得て小野田信用組合として設立
	 本店・セメント町支店・船木支店の３店舗で営業を開始
昭和 30 年 12 月	 高千帆支店を開設
昭和 32 年  ３月	 国民金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 37 年  １月	 商工組合中央金庫代理業務の取扱開始
昭和 39 年  ２月	 中小企業金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 42 年  ６月	 高千帆支店新築移転開店
昭和 57 年 12 月	 西宇部支店新築開設
昭和 59 年  ８月	 全銀データ通信システム加盟
昭和 61 年 11 月	 新本店新築開店
	 （本店移転と同時にセメント町支店を廃止し統合）
昭和 62 年  ４月	 住宅金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 63 年  ７月	 自営オンラインシステム開通（業務取扱開始）
平成 元 年 12 月	 本店ＡＴＭ土曜日稼働開始
平成 ２ 年 11 月	 全国キャッシュサービスに加盟
平成 ７ 年  ３月	 埴生出張所・ＡＴＭ開設
平成 ８ 年 11 月	 全国信組共同センター（ＳＫＣ）に加盟
平成 12 年  ４月	 厚狭信用組合と対等合併し、名称を山口県信用組合に変更。
	 店舗数は本店・高千帆支店・船木支店・西宇部支店・厚狭支店
	 の５店舗となる。
	 郵貯とのＡＴＭ提携サービス開始
平成 12 年  ５月	 ウエスタまるき中川店出張所・ＡＴＭ開設
平成 12 年 10 月	 デビットカードサービス取扱開始
平成 15 年 10 月	 損害保険の窓口販売業務開始
平成 16 年  ５月	 セブン銀行とのＡＴＭ利用提携開始
	 （セブンイレブンに設置されている同行ＡＴＭの利用手数料無
	 　料化に参加）
平成 17 年  １月	 船木支店新築移転開店
平成 18 年  １月	 提携金融機関とのＡＴＭ相互入金業務と
	 他行カード振込業務の取扱開始
平成 19 年  ５月	 第５次ＳＫＣオンラインシステム稼働開始
平成 24 年  ９月	 船木支店を廃止し、高千帆支店と統合
平成 25 年  ２月	 でんさいネットの取扱開始

山口県信用組合の歩み
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２ 事　業　方　針

経 営 理 念

　当組合は互いの善意と信頼によって結ばれた協同組織金融機関であること
を深く認識し、常に新しい価値を創生し、広くこれを提供することによって、
組合員の経済的・文化的地位の向上と、地域社会の繁栄に貢献します。

　山口県信用組合が理想とする揺るぎない目標は、この地域の住民・中小企業経営者の皆さま方
に対し、相互に扶助し合う精神を基本原則として健全で幸せな家庭経済生活、建設的で活発な企
業経営活動等を支援し、その伸展を図ってゆくことであります。したがって当組合は皆さま方に
とって地域と共に歩む、いちばん身近な「コミュニティバンク」として、親しまれ信頼され、本
当にお役に立つことが当組合としても大きな喜びであり、貴重な宝であると考え、着実で節度の
ある経営姿勢を堅持し、努力してまいります。

経 営 方 針

　山口県信用組合は、地域の皆さま方によって設立された中小企業協同組合法に基づく協同組合
組織の金融機関です。私たちは、その使命と責任を果たすために経営の健全法を確保し、以下の
ことを着実に実行してまいります。

１．当組合は、「お金」のない時代に、仲間同士が「お金」を持ち寄って 
　助け合ったルーツを大切にし、組合員の皆さまの利益をいつまでも第
　一に考えます。

２.　当組合は、中小零細事業者や住民１人１人の顔がみえるキメ細やかな
　取引を基本として業務に取り組みます。

３.　当組合は、付き合いの積み重ねが一番大切な信用と考え、フレンドリー
　な金融機関を目指します。

４.　当組合は、地域社会の一員として、信用組合の持つ経営資源を活用し、
　地域社会の生活の質や文化の向上に積極的に取り組みます。
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３ 組　　織

総 代 会

理 事 会

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 理 事

監 事 会

監 査 部

常 勤 役 員 会

（ 本 部 ）

経営改善支援対策室総 務 部 業 務 部 審 査 部

（営業店）

本店営業部 高千帆支店 西宇部支店 厚 狭 支 店
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安部　寛二
石川　輝之
石部　常登
磯村　軍治
伊藤　博機
伊藤　　学
糸永　和俊
井上　　満
引藤　裕之
氏永創三郎
江原　　満
大井　　宏
大池　忠義
岡田　　巧
奥　　良秀
尾﨑　浩治
小原　拓夫
河崎　勝美

河田　　隆
河野　信之
神田　　浩
木村　　真
國吉　志穂
黒瀬　　武
佐々木正治
杉山　文敏
高原　靖定
津村　育英
豊嶋　正成
中尾　元彦
西村　　隆
西山　康彦
原野　秀敏
平井　秀一
平川　英治
平本　　満

福田　好孝
藤井　　晃
藤井　一郎
藤原　　哲
益冨　秀行
松岡種十三
松下　剛一
松田　嘉文
守田　　稔
安光　良典
山田　英雄
山本　昭男
吉岡　秀明
吉村　酵一

池田　清隆
上原　　忠
植原　雅義
植村　　豪
岡崎　善麿
㈱スポーツショップいしべ
河口都　枝
川副　孝雄
下瀬　豊晴
白石　宏光
白川　洋士
新藤　　勉
駄阿　哲男
民繁　正信
田村　政子
長谷川惠子
服部　康男
藤村　弘隆

堀　　英俊
御手洗幸子
三藤　浩二
森本　哲夫
＊山本直之
横溝　浩一
横山　　誠

麻野　達也
粟屋　克登
伊藤　　實
梅本秀一郎
大友　正信
折居美津江
笠井　英治
河本　　勇
小河　澄人
小松　征一
佐々木　等
佐々木雅史
沢田　　誠
山陽プロパン㈱ 
静間　　安
清水　淳史
清水　浩三
水津　昭雄

末成　政義
田辺　克規
朝陽観光開発㈱ 
豊田　弘光
名和田　勝
花本　正之
原　　孝造
原田　住孝
久永　俊雄
日高昭一郎
日髙　義彦
平中　政明
松尾　英治
三浦　美充
水上　隆男
山﨑　　守
㈲山本管業

本店地区（50名） 厚狭支店地区（35名）高千帆支店地区（25名）

○の中の数字は、山口県信用組合になってからの総代就任回数を示しております。
＊　山本　直之様は、就任後、本年 5月にお亡くなりになりました。ここに謹んでご冥福をお祈りいたします。
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（平成 27 年 6月 24 日現在） 50 音順：敬称略
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５ 地　域　貢　献

　山口県信用組合は地元の中小零細事業者や住民が組合員となって、お互いに助け合い、発展
していくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織金融機関です。
　中小零細事業者や住民一人ひとりの顔が見えるキメ細やかな取引を基本としており、常に組
合員の事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えることを活動
の基本としております。
　また地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の向上
に積極的に取り組んでおります。

１．融資を通じた地域貢献
◇貸出先数及び金額
　地域の皆さまにご利用いただいている貸出金の状況は、平成 27 年３月末現在で次のとおりです。
　住宅貸金については、特に力を入れて積極的に取り組んでおります。

◇地方自治体の制度融資の取扱状況
　当組合は、山口県や山陽小野田市、宇部市の中小企業向け制度融資の取扱窓口に指定されており、
平成 26 年度末現在で 179 件、2,452 百万円のご利用をいただいております。
　これらの地方自治体による制度融資は、中小企業の経営の安定強化を図るために、中小零細事
業者の方が必要とされる事業資金の中で、民間金融機関では十分な融資を受けることが困難なも
のについて、県・市町村において、その量的・質的な補完を行う制度であり、県・市町村から預
託する原資と当組合の資金とを協調して、当組合からの融資として資金を供給するものです。

事 業 資 金

住 宅 ロ ー ン

消 費 者 ロ ー ン

315 先

299 件

987 件

貸 出 先 数 金 額

13,076

（3,162

（9,914

3,532

626

    

（内設備資金）

（内運転資金）

住宅ローンの推移

預貸率

1,799百万円

平成23年3月末

1,762百万円

平成24年3月末

2,155百万円

平成25年3月末

区　分
（期末）
（期中平残）

22年度
61.04
60.85

23年度
58.77
58.88

24年度
62.99
58.11

25年度
68.55
63.80

26年度
68.40
66.84

2,593百万円

平成26年3月末

3,532百万円

平成27年3月末

単位：％

前年比
＋3.04％※預貸率＝　　　　　％貸 出 金

預金積金
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　中小企業制度融資は、経営基盤強化資金、創業・新事業展開支援資金、小規模企業支援資金
及び経営安定支援資金の 4 種に区分し、更に、資金使途や融資対象により、18 種類の資金メニュー
としています。中小企業制度融資を利用しようとする場合は、次の要件等を全て充たしている
事が必要です。

①規模の制限
　　　中小企業制度融資の対象となる中小企業の範囲は次表のとおりです。

　　　なお、次表の業種については、表中の資本の額等が適用されます。

②業種の制限
　　　次の業種以外の業種が対象となります。

　　　※一部の業種によっては対象とならない場合があります。
③事業歴
　　　県内に事業所を有し、６ヵ月以上継続して事業を行っていることが必要です。
　　　（資金によっては要件を緩和し、新規開業等も対象としています。）
④資金使途の制限
　　　事業資金であることが必要です。
　　　ただし、転売用不動産の取得と見られるものなど、資金使途によっては対象とならない
　　場合があります。
⑤その他
　　　事業税（個人事業税、法人事業税）の滞納がないことや、信用保証協会の求償権先でな
　　いこと等の要件があります。

「山口県中小企業制度融資」の概要

１．農業
２．林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。）
３．漁業
４．金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。）

業 種 資本の額又は出資の総額 従業員数
３ 億 円 以 下

３ 億 円 以 下

３ 億 円 以 下

５ 千 万 円 以 下

ゴ ム 製 品 製 造 業
ソ フ ト ウ ェ ア 業
情報処理サービス業
旅 館 業

900 人以下

300 人以下

300 人以下

200 人以下

業 種 資本の額又は出資の総額 従業員数
３ 億 円 以 下

１ 億 円 以 下

５ 千 万 円 以 下

５ 千 万 円 以 下

製 造 業 等
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
小 売 業

300 人以下

100 人以下

100 人以下

50 人以下
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平成 27 年４月１日現在

280,000
（運転 50,000 限度）

500,000
（運転 50,000 限度）

280,000
（運転 50,000 限度）

280,000
（運転 50,000 限度）

280,000
（運転 50,000 限度）

200,000
（運転 50,000 限度）

30,000

12,500

8,000

25,000
（セーフティーネット５号対象者

80,000）

（不況業種 10,000、組合 48,000）

80,000

80,000

280,000

10,000

100,000
（運転 50,000 限度）

50,000
（運転 20,000 限度）

250,000
（運転 50,000 限度）

280,000
（運転 50,000 限度）

280,000
（運転 50,000 限度）
※短期雇用の場合、3,000万円上限

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）
2.2（2.0）

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）
2.2（2.0）

5 年以内
5 年超 10 年以内

1.2（1.0）
1.3（1.1）

5 年以内
5 年超

1.2（1.0）
1.3（1.1）

5 年以内
5 年超

1.3（1.0）
1.4（1.1）

5 年以内
5 年超

1.7
1.8

5 年以内
5 年超

1.7
1.8

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

1.9（1.7）
※保証無は（　）の利率に0.3％加算

保証付き既往借入金を借り
換える場合は 10（１年）

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

5 年以内
5 年超

1.9（1.7）
2.0（1.8）

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超

2.2（2.0）
2.3（2.1）
2.5（2.3）

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超

2.4（2.2）
2.6（2.4）
2.7（2.5）

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超
※保証無は（ ）の利率に0.3%加算

2.2（2.0）
2.3（2.1）
2.5（2.3）

5 年以内
5 年超 10 年以内
10 年超
※保証無は（ ）の利率に0.3%加算

1.9（1.7）
2.0（1.8）
2.2（2.0）

5 年以内
5 年超
※保証無は（ ）の利率に0.3%加算

2.2（2.0）
2.3（2.1）

運転
設備

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76
0.34 ～
　1.76
0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76

0.65

0.65

0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.76
0.34 ～
　1.76

0.34 ～
　1.60

0.34 ～
　1.76

（0.34 ～
　1.76）

0.40 ～
　1.76

５（１年）
15（２年）

運転
設備

５（１年）
20（２年）

運転
設備

５（１年）
15（２年）

運転
設備

５（１年）
15（２年）

運転
設備

５（１年）
15（２年）

10（２年）

10（１年）

10（２年）

10（２年）

10（２年）

10（２年）

運転
設備

５（１年）
15（２年）

運転
設備

運転
設備

５（１年）
10（２年）

運転
設備

５（１年）
７（１年）

運転
設備

５（１年）
10（２年）

10（２年）
運転のみは５（１年）

運転
設備

５（６月）
10（１年）

運転
設備

５（６月）
７（６月）

運転 ６月

資　　　　 金　　　　 名
融 資 限 度 額

千円

融　資　期　間
（  ）は据置期間

年以内

融 　 資 　 利 　 率
（ ）は責任共有制度対象外の場合

年％

保証料率

年％

山口県中小企業制度融資

経 営 基 盤 強 化 資 金

創業・新事業展開支援資金

小 規 模 企 業 支 援 資 金

経 営 安 定 支 援 資 金

産業力・観光パワーアップ資金

産 業 集 積 活 性 化 資 金

雇 用 創 出 支 援 資 金

離職者緊急雇用対策資金

設備投資拡大支援資金

事 業 円 滑 化 資 金

組 合 事 業 資 金

新事業展開等支援資金

小 規 模 企 業 支 援 資 金

経 営 安 定 資 金

経 営 支 援 特 別 資 金

経 営 力 強 化 支 援 資 金
［責任共有制度対象資金（原則）］

小規模企業支援小口資金
［責 任 共 有 制 度 対 象 外 資 金］

短 期 サ ポ ー ト 資 金

創業応援
資 金 再チャレンジ枠

（責任共有制度対象外資金）

一 般 枠
（責任共有制度対象外資金）

ベンチャー企業成長支援資金

若 年 者 雇 用 対 策 資 金

再生可能エネルギー導入資金
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　山陽小野田市及び宇部市の制度融資は、中小企業振興資金等下記の資金メニューを取り扱っ
ております。
　なお、これらの制度融資を利用する場合、次の要件を充たしていることが必要です。また、
保証料については市が全額補助します。
①市内に 1 年以上居住し、かつ引き続き 1 年以上現事業の営業経歴が有ること。
　（資金によっては要件を緩和し、新規事業等も対象）
②融資を受けようとする会社（代表者を含む）または個人が市税等を完納していること。
③中小企業者または小規模企業者（従業員 20 人以下、但し商業・サービス業の場合は 5 人以下）
　であること。

「山陽小野田市及び宇部市の中小企業制度融資」の概要

資　　　金　　　名 融資限度額
千　　　円

融資期間（年以内）
（　）内は据置期間

融資利率
年　　％

保証料率
年　　％

中 小 企 業 振 興 資 金

独 立 開 業 資 金

連鎖倒産防止対策資金

中小企業大型店対策資金

工 場 設 置 資 金

1.9

1.9

1.7

1.9

2.2

10,000

5,000

2,500

50,000

0.45 ～ 1.90

0.45 ～ 1.90

0.45 ～ 1.90

0.45 ～ 1.90

－

運転　10,000
設備　30,000

運転　５（３月）
設備　７（６月）

運転　５（３月）
設備　15（６月）

運転　
のみ

10（２年）

平成 27 年４月１日現在

資　　　金　　　名 融資限度額
千　　　円

融資期間（年以内）
（　）内は据置期間

融資利率
年　　％

保証料率
年　　％

中小企業経営近代化資金

中小企業事業所移転資金

小 企 業 特 別 資 金

1.8

1.8

20,000

30,000

信用保証協会
所定の率

12,500
10,000

12,500

（普通資金）
（開業資金）
（無担保無保証人資金）

1.8
1.8

1.8

10（１月）

６（６月）
10（１月）

１

12（１月）

平成 27 年４月１日現在

運転　５（３月）
設備　５（３月）

５（３月）

長期運転
設　　備

短期運転

設　　備

設　　備

２．取引先への支援状況等

山陽小野田市中小企業制度融資

宇部市中小企業制度融資

　地域の中小零細事業者の繁栄をお手伝いするために、平成 17
年 4 月から信用評価の低い中小零細事業者のうち、潜在能力と
事業継続の可能性が有る事業者への円滑な資金供給を行うこと
を目的とした「けんしんビジネスローン」を取り扱っており、
平成 27 年 3 月末現在で 84 件、483 百万円のご利用をいただい
ております。

　本ローンは山口県信用保証協会との提携商品で、資金使途は
運転資金とし、融資限度は 1 千万円まで融資期間は 5 年以内と
しております。

　なお、商工会議所から所定の推薦を受けた事業者については
別途、商工会議所推薦枠 1 千万円の特例も利用できます。

「ビジネスローン」
の取扱状況
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３．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組状況

①　中小企業の経営支援に関する取組方針
　　中小企業金融円滑化法は、平成 25 年 3 月 31 日に終了しましたが、当組合では、同法の施行以
　前からお客様からの貸出条件の変更等の相談にはお客様の実態に即して、積極的かつ柔軟に対応
　し、中小零細事業者に対するコンサルティング機能の発揮に全力で取組み、地域経済の活性化に
　努めてきたところであります。
　　同法の終了後においても、当組合のお客様への取組方針は従来と変わることなく、中小零細事
　業者や住民一人一人の顔が見えるキメ細やかな取引を基本に、次のとおり取り組んでまいります。
　　○　お客様からの新規融資や貸出条件の変更等に関するお申込み・ご相談に対しては、お客様
　　　が抱えている問題・課題を十分把握した上で、真摯に対応いたします。
　　○　他の金融機関からの借入をされているお客様から貸付条件の変更等について、お申込・ご
　　　相談があった場合には、お客様のご要望に基づき、該当する他の金融機関、政府関係金融機
　　　関、信用保証協会、中小企業再生支援協議会等の関係機関との緊密な連携関係に努めてまい
　　　ります。
　　○　貸付条件の変更等をされたお客様の進歩状況や貸付条件変更後に、経営改善努力を行われ
　　　ているお客様に対して、継続的なモニタリングや経営相談・経営指導及び経営改善支援に努
　　　めてまいります。

②　中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　　当組合は、お客様のご要望により、外部専門家である認定経営革新等支援機関の税理士法人や
　提携先である中小企業診断士を通じて、経営相談や計画策定支援を行っております。

③　中小企業の経営支援に関する取組状況
　　a.　創業・新規事業開拓の支援
　　b.　成長段階における支援
　　c.　経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　　　　今後も認定経営革新等支援機関、税理士法人等と連携し、経営改善に向けての取り組みを
　　　行っていきます。事業再生支援取組先は 16 先です。

④　地域活性化に関する取組状況
　　地域活性化の取組みとして、地元商工会議所・地元市町村・山口県信用保証協会との連携を強
　化するとともに、当組合の特質を活かし、各種制度融資の資金活用を図りながら、地域再生の推
　進に取り組んでおります。
　　また、中小企業診断士、認定経営革新等支援機関と連携し、地域の中小零細企業者の経営相談・
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本店及び各支店（全営業店舗） 本部・経営改善支援対策室

当組合の営業日

平成 26 年４月１日～平成 27 年３月 31 日 185 件 3,053 百万円

当組合の営業日

午前９時～午後３時 午前９時～午後３時

最寄りの当組合
営業店へご来店ください

電話にて受付
0836-84-3300

お問い合わせ場所

受 付 日

受 付 時 間

受 付 方 法

期　　　　間 件数 金　　額

４．情報提供活動

育成・支援に取組み、地域と一体となった地域経済の活性化に努めております。
なお、平成 26 年度の中小零細事業者及び住宅ローンご利用の皆様からの貸付条件の変更等に関す
る実績は次のとおりです。

・情報誌「ボン・ビバーン」（２か月に一回発刊されます）
　コンセプト
　信用組合の理念である「相互扶助」を踏まえ、「出会い、ふれあい、助け合い」を通じて、人と人、
　人と地域の絆を育む情報誌です。
　誌名の由来は、フランス語で「ボン = 楽しい」、「ビバーン = いきいきとした」を意味しています。
　店頭に備置き、また渉外担当者とお客様との話題提供ツールに活用しています。

・新たなスローガン決定

・FM サンサンきららのラジオコマーシャル放送開始
私どもの思いと新たなスローガンを発信しております。
是非聴いてみてください。
　
　　放送局周波数　８９．７MHz
　　放送時間　通常一日 4 回（目安で日によって異なります。）

ご返済等に関するご相談窓口
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　　当組合では、お客様からのご要望等にお応えするため、「ご意見カード」を作成し、「投書箱」
　を窓口に設置しております。信用組合業務に関してお困りの事や当組合へのご意見、ご要望がご
　ざいましたら、ご遠慮なくお申し付けください

５．〈窓口応対〉ご意見カードの備付け

　組合では、苦情・相談業務を充実させるために、〈窓口応対〉ご意見カードを作成いたし
ました。
　お手元にございますカードに、当店の窓口応対に対する素直なご意見・ご感想等、お寄せ
いただきたくお願い申し上げます。
　また内容確認等のため、出来るだけお名前・ご住所をお書き添えくださいますよう併せて
お願い申し上げます。
　なお、これに伴い、当組合の苦情・相談業務を、本部総務部でお受けすることも始めまし
たので、何かございましたらお気軽にお電話いただければと考えております。
　今後ともお客様との出会い・ふれあいを大切にしていき、より良いサービスに努めてまい
る所存でございます。
　何卒、ご協力のほど宜しくお願い申し上げます。

当組合の苦情・相談窓口　本部　総務部（本店二階）
TEL ０８３６－８４－３３００

（担当者：引藤、原野）

　〈窓口応対〉ご意見カードのお願いについてお客様各位
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　当組合は地元のための金融機関として、「地域社会の発展に貢献する」ことを経営理念に、地域
行事への参加等、地域に密着した社会活動を展開しております。

６．社会・文化貢献活動

◇地元のイベントや祭りへの参加

◇寄付活動

○当組合は、㈱オリエントコーポレーション
　との提携により、社会貢献機能を有する　
　クレジットカード「しんくみピーターパン
　カード」の取扱いを行っています。
　　このカードはピーターパンがデザインさ
　れたカードで、お客様の買い物などのカー
　ド利用代金の 0.5％を当組合が選定した子
　供たちの健全育成や難病の子供たちを支援
　する施設や団体に寄付しております。平成
　26 年度は児童養護施設「小野田陽光園」　
　に寄付しました。

（26 年 4 月）「寝太郎まつり」に厚狭支店の職
　　　　　員が参加
　　　　　「餅つき体験コーナー」のお手伝い

（26 年 7 月）JR 小野田駅前の「ちょうちん七
　　　　　夕フェスティバル」に高千帆支店
　　　　　の職員が参加「金魚すくい」、「ヨー
　　　　　ヨー」コーナーのお手伝い

◇振り込め詐欺撲滅運動への協賛
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６ 地域密着型金融の取組状況（26 年４月～ 27 年３月）

　当組合は協同組合組織金融機関として地域密着型金融を恒久的な枠組みにより、組合員皆様の事業
振興と地域活性化等を目指して、以下の枠組みを推進してまいりました。

公共事業減少など景気停滞時において、利益確保の仕組みができてい
ない中で、借入金に頼った設備投資や安易な借入による借入負担の増
加で、財務内容が悪化した。このような背景があり資金繰りが逼迫す
る状況下、経営者の事業意欲・経営改善意欲が高く、当組合も経営改
善が見込めるとの判断から取組みに至った。

○受注現場の情報収集
○実行予算書の管理運用
○取引先との交渉を行い原価削減
○徹底した経費の見直し

【評価】
計画に基づき実施することで、債務者と取組み内容の共有が図られて
いる。

【今後の課題】
業況の変化などに対して、早期の対応が行えるようにモニタリングの
継続を通して債務者とより一層の情報ならびに意識の共有を図る。

【相手方にとっての成果】
実行予算書の作成・検証を徹底することにより、適正な価格・利潤確
保となった。また、代表者及び従業員のコスト意識などの改革に繋がっ
ている。

【当組合にとっての成果】
財政面など急激な改善は望めないが、代表者の事業意欲向上の効果が
大きく受注環境からも着実な改善（債務者区分）が期待できる。

中小企業の経営支援

経営改善・事業再生・業種転換等の支援

過当競争による利益率悪化からの脱却

中小企業診断士

中小企業再生支援協議会

１．項　　目

【経営支援  事例】

３．タイトル

２．支援ステージ

４．動機（経緯）

５．取組み内容

６．外部専門家

７．外部機関との連絡先

９．

８．成果（効果）

27 年 3 月まで
の取組み状況に
対する評価及び
今後の課題
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１．本票の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
２．期初債務者数は、平成 26 年４月当初の債務者数です。
３．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む）であり、個人
　　ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
４．「αのうち期末に債務者区分がランクアップした先数β」は、当期末の債務者区分が期
　　末よりランクアップした先です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者
　　はαには含みますが、βには含んでおりません。
５．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかったγ」は、期末の債務者区分が期初と変化
　　しなかった先です。
６．「αのうち再生計画を策定した先数δ」は、αのうち、中小企業再生支援協議会の再生
　　計画策定先、当組合独自の再生計画策定先の合計先数です。
７．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

　金融機関が取扱う商品の範囲拡大や情報通信技術の発達に伴い、信用リスクや市場リスク・事
務リスクなど金融機関が直面しているリスクは複雑化また多様化しております。これら業務に内
在する各種リスクについて一元的に管理し、総体的に捉えて当組合の業務の健全性を確保するた
めに、統合的なリスク管理体制の充実に努めております。

（注）

７ リスク管理体制、法令等遵守体制

　金融システム改革の進展と共に、金融機関の業務は一段と多様化、複雑化する一方で、経営
上のリスクも急速に増加しております。
　今や、金融機関は、従来にも増して自己責任原則に基づく経営の実践が求められ、リスク管
理体制の強化、法令等遵守（コンプライアンス）体制の整備・確立が最重要課題のひとつとなっ
ております。
　こうした状況を踏まえ、当組合は、経営の健全性を確保しつつ、お客様の多様な金融ニーズ
に応えるため、経営体制の強化に努めております。

◆リスク管理体制

取組み実績
経営改善支援等の取組み

期初債務者数Ａ 経営改善支
援取組み率

ランクアップ率 再生計画策定率

うち経営改善支援取組み先α

91 16 0 15 16 17.5% 0.0% 100.0%
β γ δ α／Ａ β／α δ／α

αのうち期
末に債務者
区分がラン
クアップし
た先数

αのうち期
末に債務者
区分が変化
しなかった
先数

αのうち再
生計画を策
定した先数



－ 18 －

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少または消滅し、
金融機関が損失を被るリスクのことです。
　当組合では、堅実な貸出業務を推進するため、自己査定を厳正に実施し、その査定結果等を
考慮した貸出審査業務を行っています。
　また各種商品や財務分析等の研修を行い、職員の審査能力の一層の向上を図っております。

　市場リスクとは、資産の健全性と収益性の向上のため、特に金利変動に伴う「金利リスク」、
株式や債券等の価格変動がもたらす「価格変動リスク」に重点を置き、安定した収益の確保に
努めております。
　また経営の健全性を向上させることを目的とした ALM（資産・負債の総合管理）システムを
導入しております。

　流動性リスク管理とは、資金繰りに支障をきたす場合や、有価証券を売却する場合に通常の
価格で取り引きが出来ない場合等に金融機関が被るリスクのことです。
　当組合では、資産・負債のバランスに絶えず留意し、支払準備資産の適正な管理に努めるなど、
支払準備資金の確保を図っております。

　事務リスクとは事務上のミスや不正により損失を被るリスクのことです。
　当組合では、監査部による臨店検査、及び各営業店の店内検査を毎月実施することを義務付
けるなど事務処理状況の検査・指導を行い、事務能力の向上に努めるなど、事故防止に万全を
期しております。

　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等によるシステムの不備
等や、コンピュータの不正使用により金融機関が損失を被るリスクのことです。
　当組合では、平成 8 年からＳＫＣ（全信組共同オンライン）に加盟しておりますが、安全な
運営が出来る体制の確保や、障害が発生した場合のバックアップの確保等の早期復旧が図れる
ように体制の整備に努めております。

◦信用リスク管理

◦市場リスク管理

◦流動性リスク管理

◦事務リスク管理

◦システムリスク管理
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1.（信用組合の公共的使命）
　当組合は、信用組合の持つ公共的使命の重みを常に自覚し、健全な業務運営の遂
行を通して揺るぎない信頼の確立を図ります。
2.（キメ細かい金融サービスの提供）
　当組合は、地域経済活動を支える金融機関としての機能はもとより、創意と工夫
を活かし、お客様のニーズに応えるとともに、セキュリティ・レベルにも十分配慮
したきめ細かい金融サービスの提供を通じて、地域社会・地域経済の発展に貢献し
ます。
3.（法令やルールの厳格な遵守）
　当組合は、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、
誠実かつ公正な組織運営を行います。
4.（地域社会とコミュニケーション）
　当組合は、経営等の情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、幅広く地域社
会とのコミュニケーションの充実を図ります。
5.（職員の人権の尊重等）
　当組合は、職員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保
します。
6.（環境問題への取組み）
　当組合は、資源の効率的な利用や、廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全
に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取組みます。
7.　（社会貢献活動への取組み）
　当組合は、信用組合が地域社会の中においてこそ存続・発展しうる存在であるこ
とを自覚し、地域社会と共に歩む「良き市民」として、積極的に社会への貢献活動
に取組みます。
８．（反社会的勢力との関係遮断）
　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として
排除し、関係遮断を徹底する。

　金融機関の社会的責任・公共性から、法令等遵守は当然のことながら経営の最重要課題として
位置付け、コンプライアンスのあり方を示した「山口県信用組合行動綱領」また業務の中で遵守
すべき法令・ルールを記載した「コンプライアンス・マニュアル」を制定しました。このマニュ
アルを全役職員に配布し、研修や職場単位で実施する勉強会などで活用してコンプライアンスの
周知徹底を図り、全員がルールを守ることを基本とする企業風土の確立に努めてまいります。

◆法令等遵守体制

行動綱領
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　また、金融自由化により、各種の金融商品が販売されるにつれて、販売や勧誘をめぐるトラブルが
増えていることから、「金融商品の販売等に関する法律」が平成 13 年 4 月から施行されました。この
法律は、金融サービスにおける利用者（お客様）の保護を充実し、公正かつ円滑な金融取引が行える
環境を整備することを目的として制定されたものです。当組合は次の「勧誘方針」を定め、適切な勧
誘に努めてまいります。

反社会的勢力に対する基本方針

1. 組織としての対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつ
つ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。
2. 外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動
推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。
３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、
反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切の関係を遮断し、反社会的勢力から
の不当な要求に応じません。
４．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的
対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするた
めの資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。

　当組合は、社会秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的
勢力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。
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「 金 融 商 品 に 係 る 勧 誘 方 針 」
　当組合は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項
を遵守し、適切な勧誘の確保を図ることといたします。

１．当組合は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契
　約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
２．金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。
　その際、当組合は、お客様に適正な判断をしていただくために、当該金融商品の
　重要事項について説明を行い、充分理解していただくよう努めます。
3．当組合は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し不確実なことを断定的に申
　し上げたり、事実でない情報を提供するなど、お客様の誤解を招くような勧誘は
　行いません。
４．当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客様の信頼の確保に努め、お
　客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
５．当組合は、役職員に対する社内研修を充実し、金融商品に関する知識の充実を
　はかるとともに、適切な勧誘が行われるよう、内部管理体制の強化に努めます。
６．金融商品の販売などに係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございまし
　たら、お近くの窓口までお問い合わせください。

「 経 営 者 保 証 へ の 対 応 方 針 」
　当組合は、経営者保証の課題に適切に対応するため、経営者保証に関するガイドライン研究会（事
務局：全国銀行協会及び日本商工会議所）が公表（平成 25 年 12 月 5 日）した「経営者保証に関する
ガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）を自発的に尊重し、遵守します。
　今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則した保
証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応し、お客さまとの継続
的かつ良好な信頼関係の構築・強化に努めてまいります。
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８ 個人情報保護法について

　個人情報保護法の全面施行に伴い、お客様の個人情報を厳格に管理し取扱うよう義務付けら
れました。当組合では、個人情報の利用目的を店頭に掲示し公表するとともに、個人情報保護
宣言に基づき個人情報の適切な利用と厳正な管理に努めてまいります。

【業務内容】
○　預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
○　投信販売業務、保険販売業務、証券仲介業務、社債業務等、法律により信用組合が営むこと
　　ができる業務およびこれらに付随する業務
○　その他信用組合が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱いが認めら
　　れる業務を含む）

【利用目的】
○　各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
○　「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づくご本人様の確認等や、金融商品やサービ
　　スをご利用いただく資格等の確認のため
○　預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
○　融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
○　適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
○　与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂
　　行に必要な範囲で第三者に提供するため
○　他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委
　　託された当該業務を適切に遂行するため
○　お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
○　市場調査ならびに、データ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開
　　発のため
○　ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
○　提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
○　各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
○　お客様の安全及び財産を守るため、または防犯上の必要から、防犯カメラの映像を利用する
　　こと
○　その他、お客様とのお取引を適切且つ円滑に履行するため

【機微情報にかかわる利用目的】
　機微情報（政治的見解、信教（宗教、思想および信条をいう）、労働組合への加盟、人権及び民
族、門地及び本籍他、保健医療及び性生活、並びに犯罪歴に関する情報）は、金融分野における
個人情報保護に関するガイドライン（平成 16 年金融庁告示第 67 号）に掲げる場合を除き、取得、
利用又は第三者提供をいたしません。又、機微情報は、協同組合による金融事業に関する法律施
行規則に基づき利用目的が限定されておりますので、同規則が定める利用目的以外では利用いた
しません。

【個人信用情報にかかわる利用目的】
　個人信用情報機関から提供を受けた個人信用情報は、協同組合による金融事業に関する法律施
行規則等に基づき限定されている目的以外では利用いたしません。

◆個人情報保護に係る業務内容ならびに利用目的
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１．個人情報の利用目的
　　　当組合は、個人情報の保護に関する法律に基づき、お客様の個人情報を、別紙（以下「別紙」については、「個
　　人情報保護に係る業務内容ならびに利用目的」、「個人情報保護に係る個人データの第三者提供先」について店
　　頭掲示しているもののことをいいます。）の業務内容並びに利用目的の達成に必要な範囲で利用し、それ以外
　　の目的では、法等で認められる場合のほか、利用いたしません。
２．個人情報の適正な取得について
　　　当組合では、上記 1．で特定した利用目的の達成に必要な範囲で、適法かつ適正な手段により、例えば、以
　　下のような情報源から、お客様の個人情報を取得いたします。
　　　⑴預金口座のご新規申込みの際にお客様にご記入・ご提出いただく書類等により、直接提供していただいた
　　　　情報
　　　⑵各地手形交換所等の共同利用客や個人信用情報機関等の第三者から提供された情報
　　　⑶商品やサービスの提供を通じて、お客様からお聞きした情報
３．個人データの第三者提供
　　　当組合は、上記 1．の利用目的の範囲内で当組合が別紙に表示する第三者へ個人データを提供しております。
　　これ以外には、次の場合を除き、お客様の同意なしにお客様の個人データを第三者へ提供いたしません。
　　　⑴法令等に基づき必要と判断される場合
　　　⑵公共の利益の為に必要であると考えられる場合
　　　なお、お客様の個人データについて第三者提供の停止をご希望の場合は、当組合の本支店窓口までご連絡く
　　ださい。
４．個人データの委託
　　　当組合は、上記 1．の利用目的の範囲内で、例えば、以下のような場合に、個人データに関する取扱いを外
　　部に委託することがあります。
　　　その場合には、適正な取扱を確保するための契約締結、実施状況の点検など行います。
　　　⑴お客様にお送りするための書面の印刷または発送に関する業務を外部に委託する場合
　　　⑵情報システムの運用・保守に関する業務を外部に委託する場合
５．個人データの共同利用
　　　当組合は、上記 1．の利用目的の範囲内で個人データを当組合が別紙に表示する特定の者と共同利用してお
　　ります。
６．個人データの安全管理措置に関する方針
　　　当組合では、取扱う個人データの漏洩・滅失等の防止その他の個人データの安全管理のため、組織的安全管
　　理措置、技術的安全管理措置を講じ、適正に管理します。また、役職員には必要な教育と監督を、業務委託先
　　に対しては、個人データの安全管理が図られるよう必要かつ適切な監督に努めます。
７．お客様からの開示、訂正、利用停止等のご請求
　　　⑴開示のご請求
　　　　　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの開示のご依頼があった場合には、原則として
　　　　開示いたします。
　　　⑵訂正等のご請求
　　　　　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人情報の訂正等（訂正・追加・削除）のご依頼があった
　　　　場合には、原則として訂正等いたします。
　　　⑶利用停止等のご請求
　　　　　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの利用停止等（利用停止・消去）のご依頼があっ
　　　　た場合（法等に基づく正当な理由による。）には、原則として利用停止等いたします。
　　　⑷ダイレクトメール等の中止
　　　　　当組合は、当組合からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付やお電話等での勧
　　　　誘のダイレクト・マーケティングで、個人情報を利用することについて、これを中止するようお客様より
　　　　お申出があった場合は、遅滞なく当該目的での個人情報の利用を中止いたします。
　　　なお、⑴、⑵、⑶のご請求に当たっては、個人データの重要性に鑑み、ご請求者（代理人を含む）の本人確
　　認をさせていただきます。ご請求手続きの詳細およびご請求用紙が必要な場合は当組合本支店窓口までお申出
　　ください。
８．ご質問・相談・苦情窓口
　　　当組合では、お客様からのご質問に適切に取組んで参りますので、個人情報の取扱いに関するご質問等につ
　　きましては、下記の窓口にお申出ください。
　　　
　　　　　本部　総務部
　　　　　　　TEL   ０８３６- ８４- ３３００　　　FAX   ０８３６- ８３- ７１００

◆個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

　当組合では、個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律
第 57 号）等の関係法令等（以下、法等という。）を遵守して以下の考え方に基づきお客様の情
報を厳格に管理し、お客様のご希望に沿って取扱うとともに、その正確性・機密保持に努めます。
　また、本保護宣言等につきましては、内容を適宜見直し改善してまいります。当組合は、こ
の保護宣言を本支店の窓口等に掲示することにより、公表しています。



－ 24 －

９ キャッシュコーナーでの犯罪防止の取組み

当組合では、お客様の大切なご預金をお守りするため、積極的にセキュリティーの強化に取り
組んでいます。

　ATM で暗証番号の変更が随時に何回でも変更できます。「生年月日」、「電話番号」、「車のナン
バー」、「自宅の番地」等の他人に推測されやすい暗証番号をお使いの場合には、速やかに変更さ
れることをお勧めします。

◆暗証番号の変更は、当組合の ATM で簡単に変更できます。

　当組合では、ATM コーナーに盗撮用カメラが取り付けられていないか、1 週間に 1 回点検し、
お客様の安全に配慮しています。

◆ ATM コーナーへの盗撮用カメラに対する対応について。

　当組合が定める規定に従い、被害に遭われたお客様に対して補償を行う制度を導入しておりま
す。詳しい内容は営業店窓口へお問い合わせください。

◆偽造・盗難キャッシュカード被害への補償について。

　お客様の口座ごとに、1 日に引き出し限度額と振込限度額が 100 万円以内で設定することがで
きます。詳しくは営業店窓口へお問い合わせください。

◆ 1 日の利用限度額の設定が行えます。

　ATM の操作画面に「覗き見防止フィルター」を貼っており、操作内容が覗き見されないよう、
ATM をガードしています。あわせて後方確認ミラーを取り付け、お客様の安全に取組んでいます。

◆当組合の ATM には「覗き見防止フィルター」と
　「後方確認ミラー」を取り付けています。

受付曜日 受付時間

9：00 ～ 18：00

上記以外の時間帯 047-498-0151

（各お取引先店電話番号）
0836-83-2563
0836-83-2413
0836-41-0888
0836-73-0010

（お取引店名）
本店営業部
高千帆支店
西宇部支店
厚 狭 支 店

信組ＡＴＭセンター
（自動機集中監視センター）

信組ＡＴＭセンター
（自動機集中監視センター）047-498-01510：00 ～ 24：00

連絡先電話番号
【キャッシュカード紛失・盗難時の緊急連絡先】

連絡先名称

平　　日

土　　曜
日　　曜　
祝　　日
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10 苦情処理措置・紛争解決措置について

　金融分野におけるトラブルの早期解決を図る制度として金融 ADR 制度（裁判外紛争解決制
度）が導入され、平成 22 年 10 月から指定信用事業等紛争解決機関との協定の締結が義務付
けられました。
当組合では、このことを踏まえて苦情処理措置および紛争解決措置を設け、金融トラブルに対
し、迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めています。

　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お取引のある営業店または下記の窓
口をご利用ください。

〔窓口：総務部お客様相談室〕電話番号 0836 ‐ 84 ‐ 3300
　受 付 日：月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および組合の休業日は除きます。）
　受付時間：午前 9 時～午後 5 時

　なお、苦情対応の手続きについては、別途リーフレットを用意しておりますので営業店へお申
し付け下さい。

◆苦情処理措置

   広島弁護士会　　  仲裁センター　　（電話：082-225-1600）※事前に当組合相談室にご相談下さい。

   東京弁護士会　　  紛争解決センター（電話：03-3581-0031）
   第一東京弁護士会  仲裁センター　　  （電話：03-3595-8588）
   第二東京弁護士会  仲裁センター　　  （電話：03-3581-2249）

で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上記の総務部お客様相
談室または下記窓口までお申し出下さい。

　また、お客様から各弁護士会に直接お申出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲
裁センター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。

　　〔窓口：㈳全国信用組合中央協会　しんくみ相談所〕

　　受 付 日：月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除きます。）
　　受付時間：午前 9 時～午後 5 時
　　電　　話：03-3567-2456
　　住　　所：〒 104-0031　東京都中央区京橋１- ９- １（全国信用組合会館内）

◆紛争解決措置
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11 新しい自己資本比率規制

　バーゼルⅢより、自己資本は「コア資本に係る基礎項目の額」から「コア資本に係る調整項
目の額」を引いた金額となります。基礎項目とは、地域のお客様からお預かりしている出資金、
期限付劣後ローン等が該当します。調整項目とは、損失吸収力に乏しいと判断される資産で無
形固定資産、繰延税金資産等が該当します。なお平成 26 年度の調整項目残高は１百万円です。
　

　地域の皆様からの普通出資金と利益金の内部留保により自己資本の充実を図っております。
平成 27 年 3 月末の自己資本額は 1,514 百万円であり、自己資本比率は国内基準の 4％を上回る
8.99％となっています。今後も、事業計画に基づいた業務を推進し適切な利益を計上することに
より資本の増加を図ってまいります。

　①リスク管理の方針および手続きの概要
　　信用リスクとは、取引先の経営悪化等により、貸出金等の元金や利息の回収ができなくなり、
　金融機関が損失を被るリスクです。
　　当組合は、融資時の審査において融資先の経営状態を把握、返済財源の確保、並びに資金
　使途の確認などを確実に行うとともに、特定業種に偏ることのないよう徹底することにより
　信用リスクの回避に努め、また融資実行後においても融資先の定期的フォローアップを実施
　しています。これらのことは、「貸出事務取扱規程」・「信用リスク管理規程」等に定めて、役
　職員への理解と遵守を促し、信用リスク管理のための態勢を構築しています。
　　また、個別案件ごとの審査とは別に、自己責任原則のもと適正な資産の自己査定を実施し
　ております。具体的には、一次査定を営業店、二次査定を審査部及び業務部、さらに当該部
　署から独立した監査部において最終査定を実施し、査定内容に厳正なチェックを行ったうえ
　で、査定結果に基づく適正な貸倒引当金の計上を行い、健全性の確保に努めております。

　②リスク・ウエイトの判定に使用する適格格付機関
　　リスク・ウエイトの判定に使用する適格格付機関は、下記の格付機関を利用しております。
　なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関を使い分けることは行っておりません。
　　・日本格付研究所（JCR）
　　・格付投資情報センター（R ＆ I）
　　・スタンダード＆プアーズ社（S ＆ P）
　　・ムーディーズ・ジャパン社（Moody`s Japan）

◆新しい自己資本比率について

⑴自己資本調達手段の概要

　自己資本比率とは、金融機関の体力を示す指標であり、この比率が高いほど財務内容が健全
で経営の安定度も高いといえます。自己資本比率の算定方法は、平成 19 年 3 月末から新 BIS 規
制（バーゼルⅡ）が適用されたことに伴い、リスク計測の精緻化と信用リスク、市場リスクに
加えてオペレーショナル・リスクが追加されました。25 年度より新告示に基づきバーゼルⅢが
適用され、自己資本の構成に関する事項において開示方法が変更されました。

◆自己資本の充実の状況について

⑵自己資本の充実度に関する評価方法の概要

⑶信用リスク管理に関する項目
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　当組合は、信用リスクを削減する観点から、取引先の財務状況悪化や倒産等により受ける損
失を軽減するために、必要な先については不動産担保の提供や信用保証協会の保証を付けてい
ただく等の措置を講じています。なお、これらはあくまでも補完的な措置であり、融資につい
ては、経営者の資質、財務内容、経営環境、資金使途、返済財源等について、細心の注意を払
いながら判断しています。また検討した結果、担保や保証が必要な場合には、お客様へ十分な
説明を行い、ご理解いただいたうえで契約するなどの適切な取扱いに努めています。
　当組合が、信用リスクの削減手法として扱う主な担保には、預金積金や上場株式等があり、担
保に関する手続きは、貸出事務取扱規程等により適切な事務の取扱いと、適正な評価・管理を行っ
ています。また、取引先が期限の利益を喪失された場合には、与信取引の範囲において、貸出
金等と預金を相殺する場合がありますが、当組合が定めている貸出事務取扱規程等により適切
な取扱いに努めています。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、業種やエクスポー
ジャーの種類に偏ることなく分散されております。

　派生商品取引及び長期決済期間取引は行っておりません。

　証券化取引は行っておりません。

①リスク管理の方針及び手続きの概要
　　オペレーショナル・リスクとは、日常の業務の過程において、役職員の事務処理やシステ
　ムが不適切であること、または外生的な事象により金融機関が損失を被るリスクをいいます。
　　当組合は、オペレーショナル・リスクについては、事務リスク、システムリスク、法務リ
　スク、　風評リスク等の各リスクを含むリスクと考えており、それぞれのリスクについて管理
　体制や管理方法に関するリスク管理の基本方針を定めて、リスクを認識し、また計測、評価
　を行っています。これらのリスクに関しては、コンプライアンス定例会等におきまして、協議、
　検討するとともに、必要に応じて経営陣により理事会等へ報告する態勢としております。

②オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　　当組合は、基礎的手法を採用しております。

⑷信用リスクの削減手法に関するリスク管理の方針および手続きの概要

⑸派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理        
　の方針および手続きの概要

⑹証券化エクスポージャーに関する事項

⑺オペレーショナル・リスクに関する項目
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　上場株式等にかかるリスクの認識については、時価評価等によるリスク計測によって把握す
るとともに、当組合が抱える市場リスク等の状況を定期的に理事会等へ報告しています。
　非上場株式等に関しては、当組合が定める「有価証券運用基準」などに基づいた適正な運用・
管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定める「償却・引当計上基準規定」、
および日本公認会計士協会作成の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っ
ております。

①リスク管理の方針及び手続きの概要
　　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や将来の収益性に対する
　影響を指しますが、当組合は定期的に評価・計測を行い，適宜、対応を講ずる態勢にしています。
　　また、当組合では、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクの計測や
　金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などを証券管理システ
　ムにより定期的に計測を行い、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めて
　います。なお計測の結果は理事会へ報告しています。

②内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
　　金利リスク算定のための主な前提及びリスク計測の頻度は次のとおりです。

⑻銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー
　または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続きの概要

⑼銀行勘定における金利リスクに関する事項

計　　測　　手　　法

コ ア 預 金

対　　　象

算 定 方 法

満　　　期

金 利 感 応 資 産 ・ 負 債

金 利 シ ョ ッ ク 幅

リ ス ク 計 測 の 頻 度

ラダー方式を採用

流動性預金（当座・普通・貯蓄等）

つぎの３つのうち、最小の額を上限とする

①　過去５年の最低残高

②　過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた
　　残高

③　現残高の50％相当額

５年以内（平均2.5年）

貸出金、有価証券、預け金、預金、その他の金利・期
間を有する資産・負債

99パーセンタイル値または１パーセンタイル値

四半期毎
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（単位：百万円）

項　　　　　　目　 平　成
25年度

平　成
26年度経過措置

による
不算入額

経過措置
による
不算入額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

コア資本に係る調整項目　　（２）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）

リスク・アセット等　　　　　（３）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））　　　　　　 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

特定項目に係る１５パーセント基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　（ロ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パー
セントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

リスク・アセット等の額の合計　　　　　　　（ニ）

オペレーショナル・リスク相当額調整額

資産（オン・バランス項目）

オフ・バランス等取引項目

ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　（イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

前払年金費用の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る１０パーセント基準超過額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ
に係るものを除く。）の額の合計額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって
自己資本に算入される額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるもの
を除く。）の額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発
行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５
パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲ
ージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）

うち、他の金融機関等向けエクスポージ
ャー

中央清算機関関連エクスポージャーに係る
信用リスク・アセットの額

うち、繰延税金資産

うち、上記以外に該当するものの額

うち、前払年金費用

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシ
ング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係る
ものに限る。）に関連するものの額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に
算入される額の合計額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額

１，０８６
３１２
７８３

１，４５５

９

１８
１８
̶

０

１

７

１，４5５

１５，６２３

△  ５６８

△　６０５

２７
１３７
１１

９３４

１６，５５８

８．７９

̶

̶

̶

̶

̶

１５,４７４

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶

０

１

５

１，５１４

１５，９４０
１５，８１７

△ １４４

△　１５１

̶
１０７
１３

８９６

１６，８３６

８．９９

̶

̶

̶

̶

１

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶

３５０

̶

̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

１

１

５

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

１

１

７

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
２７
̶
̶

̶

̶

̶

０

０

１

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による
金融事業に関する法律第六条第一項において準用する
銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び
信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自
己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式
に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採
用しております。

̶

１，１５８
３１３
８５４

１，５１６

９

４２
４２
̶

̶

３１５

̶

̶

⑴自己資本の構成に関する事項
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⑵自己資本の充実度に関する事項

１．所有自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バラ　
　　ンス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国
　　の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外
　　の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決
　　済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。
４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞し
　　ている債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商
　　品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが 150％になったエクスポー
　　ジャーのことです。
５．「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には有形・
　　無形固定資産、信用保証協会等保証付等が含まれます。
６．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近 3 年間のうち正の値の合計額）× 15％

直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数
７．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

（注）

（単位：百万円）

÷ 8％

口．オペレーショナル・リスク
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋口）

平成25年度 平成26年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計
①標準的手法が適用されるポート
　フォリオごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー
③経過措置によりリスク・アセットの
　額に算入されるものの額
④他の金融機関等の対象資本調達手段
　に係るエクスポージャーに係る経過
　措置によりリスク・アセットの額に
　算入されなかったものの額
⑤CVAリスク相当額を８％で除して得
　た額
⑥中央清算機関関連エクスポージャー

（ｉ）  ソブリン向け
（ii）  金融機関向け
（iii）  法人等向け
（iv）  中小企業等・個人向け
（v）  抵当権付住宅ローン
（vi）  不動産取得等事業向け
（vii）  三月以上延滞等
（viii）  出資等
　　　出資等のエクスポージャー
　　　重要な出資のエクスポージャー
 （ⅸ)　他の金融機関等の対象資本調
　　　 達手段のうち 対象普通出資等
　　　 に該当するもの以外のものに係
　　　 るエクスポージャー
 （ⅹ)　信用協同組合連合会の対象普
　　　通出資等であってコア資本に係
　　　る調整項目の額に算入されなか
　　　った部分に係るエクスポージャー

（ⅺ）　その他

　　　

１５，６２３

１５，６２３

２０２
１，１１８
７，４１１
９８５
２２７
７１４
５５１
３９０
３９０
－

１,００８

１１０

３,４５９
－

３７

△　６０５

１１

０
９３４

１６,５５８

６２４

６２４

８
４４
２９６
３９
９
２８
２２
１５
１５
－

４０

４

１３８
－

１

２４

０

０
３７
６６２

１５，９４０

１５，９４０

２３８
１，１５６
６，４９５
１，５６６
２４１
１，５０９
５４２
３７６
３７６
－

１００

１１０

３,２９６
－

６

△　１５１

１３

０
８９６

１６,８３６

６３７

６３７

９
４６
２５９
６２
９
６０
２１
１５
１５
－

４

４

１３１
－

０

６

０

０
３５
６７３

（単位：百万円）

項　　　　　　目　 平　成
25年度

平　成
26年度経過措置

による
不算入額

経過措置
による
不算入額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

コア資本に係る調整項目　　（２）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）

リスク・アセット等　　　　　（３）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））　　　　　　 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

特定項目に係る１５パーセント基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　（ロ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パー
セントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

リスク・アセット等の額の合計　　　　　　　（ニ）

オペレーショナル・リスク相当額調整額

資産（オン・バランス項目）

オフ・バランス等取引項目

ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　（イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

前払年金費用の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る１０パーセント基準超過額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ
に係るものを除く。）の額の合計額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって
自己資本に算入される額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるもの
を除く。）の額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発
行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５
パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲ
ージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）

うち、他の金融機関等向けエクスポージ
ャー

中央清算機関関連エクスポージャーに係る
信用リスク・アセットの額

うち、繰延税金資産

うち、上記以外に該当するものの額

うち、前払年金費用

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシ
ング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係る
ものに限る。）に関連するものの額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に
算入される額の合計額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額

１，０８６
３１２
７８３

１，４５５

９

１８
１８
̶

０

１

７

１，４5５

１５，６２３

△  ５６８

△　６０５

２７
１３７
１１

９３４

１６，５５８

８．７９

̶

̶

̶

̶

̶

１５,４７４

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶

０

１

５

１，５１４

１５，９４０
１５，８１７

△ １４４

△　１５１

̶
１０７
１３

８９６

１６，８３６

８．９９

̶

̶

̶

̶

１

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶

３５０

̶

̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

１

１

５

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

１

１

７

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
２７
̶
̶

̶

̶

̶

０

０

１

̶

̶
̶

̶

̶

̶

̶
̶
̶
̶

̶

̶

̶

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による
金融事業に関する法律第六条第一項において準用する
銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び
信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自
己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式
に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採
用しております。

̶

１，１５８
３１３
８５４

１，５１６

９

４２
４２
̶

̶

３１５

̶

̶
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⑶信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、
　貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を
　除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
２．［三月以上延滞エクスポージャー］とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日か
　ら 3 ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
３．上記の［その他］は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投
　資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体
　的には現金、有形・無形固定資産等が含まれています。
４．業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）

イ .　信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

〈地域別・業種別〉 （単位：百万円）

国　　　　　内
国　　　　　外
地 域 別 合 計
製　　造　　業
農　業、林　業
漁　　　　　業
鉱業、採石業、砂利採取業
建　　設　　業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業・小売業
金融業、保険業
不　動　産　業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿　　泊　　業
飲　　食　　業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医　療、福　祉
その他サービス
その他の産業
国・地方公共団体等
個　　　　　人
そ　　の　　他
業 種 別 合 計

地域区分
業種区分

エクスポージャー
区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

債　　券 デリバティブ
　取　　引

貸出金、コミット
メント及びその
他のデリバティブ
以外のオフ・バラ
ンス取引

三月以上延滞
エクスポージャー

25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度

２７，００５
９０５

２７，９１１
２，４３７

－
２７
－

３，９４８
５４７
１１７
６６０
２，５７１
６，８４３
２，５０６
５１３
１２８
３０６
５００
２０３
－
３９

１，４７７
８９
６８０
３，４０２
９０８

２７，９１１

１４７
－

１４７
３１
－
－
－
７３
－
－
－
２６
－
－
１０
０
－
－
－
－
－
－
－
－
４
－

１４７

２，７４０
９０５
３,６４６
８０５
－
－
－
－

５１７
１００
１００
１００
１,００４

－
－
－
－
－
－
－
－

１００
－

６８０
－

２３５
３,６４６

８５５
－

８５５
－
－
－
－
８６
－
－
－
１８
－

６４３
２７
２７
－
０
－
－
－
３９
－
－
１１
－

８５５

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

２８，２１５
６０２

２８，８１８
１，９７１

－
２５
－

３，９６４
５１３
２１５
６６２
２，５００
６，６６５
２，６５９
１５０
１６６
３３２
５４４
２１５
－
７３

１，３３９
－

１，２５０
４，３５６
１，２１１
２８，８１８

１１８
－

１１８
２９
－
－
－
４９
－
－
－
２７
－
－
８
０
－
－
－
－
－
－
－
－
３
－

１１８

３，３９３
６０２
３,９９６
５０２
－
－
－
－

５１３
２００
１００
１００
８０１
１００
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１，２０９
－

４６７
３,９９６

９３０
－

９３０
－
－
－
－
７９
－
－
－
７
－

７７０
－
２５
－
０
－
－
－
３６
－
－
９
－

９３０
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ロ .　一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額

目的使用 その他 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　　　計

平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度

１１４
１８
９６０
７７７
１,０７４
７９６

２５４
－
－
－

２９８
－
－
－
８２
－

２６０
２７
－
－
－
－
－
－
２８
－
－
９

９６０

３０
－
－
－
１
－
－
－
４
－
９７
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
３

１３８

－
－
－
－

２４４
－
－
－
６９
－
１
０
－
－
－
－
－
－
２
－
－
３

３２１

２８５
－
－
－
５５
－
－
－
１７
－

３５６
２７
－
－
－
－
－
－
２５
－
－
１０
７７７

－
－
－
－
－
－
－
－
０
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
４
４

－
２３
１０９
７３
１０９
９７

－
－

２９２
３６
２９２
３６

９５
－
－
－
９５
－

１８
４２
７７７
８１５
７９６
８５７

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 貸出金償却
個 別 貸 倒 引 当 金

25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度
製 　 　 造 　 　 業
農 　 業 、林 　 業
漁 　 　 　 　 　 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 　 　 設 　 　 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 　 動 　 産 　 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 　 　 泊 　 　 業
飲 　 　 食 　 　 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 　 療 、福 　 祉
そ の 他 の サ ービ ス
そ の 他 の 産 業
国・地方公共団体等
個 　 　 　 　 　 人
合 計

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額
平成25年度 平成26年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
－
－

２００
－

１,４１９
－

８０４
－
－
－

２,４２５

１,０４１
４，１０２
５，６４３
６４９
４７９
１，４５８
１１，３９２
３０２
４１７
－

２５,４８５

２８５
－
－
－
５５
－
－
－
１７
－

３５６
２７
－
－
－
－
－
－
２５
－
－
１０
７７７

－
－
－
－
８６
－
－
－
－
－
１６
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１０３

２２
－
－
－
０
－
－
－
９
－
２
２７
－
－
－
－
－
－
２
－
－
１
６６

２６２
－
－
－

１４１
－
－
－
７
－

３７１
－
－
－
－
－
－
－
２２
－
－
８

８１５

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
０
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
０

－
－

１００
－

１,４１４
－

８０１
－
－
－

２,３１６

１,８８９
３，９１２
５，８６６
６８８
６４８
２，２０２
１１，２６６
２８２
１１６
－

２６,８７３

0％
1 0 ％
2 0 ％
3 5 ％
5 0 ％
7 5 ％
1 0 0 ％
1 5 0 ％
２5 0 ％

1 , 2 5 0 ％
合計　

ハ .　業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は
　省略しております。
２．業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）

ニ .　リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、
　　ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（注）
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信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ
25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度

信用リスク削減手法が適用され
たエクスポージャー

①　ソブリン向け
②　金融機関向け
③　法人等向け
④　中小企業等・個人向け
⑤　抵当権付住宅ローン
⑥　不動産取得等事業向け
⑦　三月以上延滞等
⑧　出資等
　 出資等のエクスポージャー
　 重要な出資のエクスポージャー
⑨　その他

５４４

－
－

３６７
１３４
－
１０
－
－
－
－
３２

７２

－
－
－
３０
－
－
２
－
－
－
３８

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

区　　分
平成25年度 平成26年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上　場　株　式　等
非 上 場 株 式 等
合　　　　　　　計

３２６
１１２
４３９

３２６
－

３２６

５５１

－
－

３７９
１２６
－
１０
－
－
－
－
３３

５７

－
－
－
５３
－
－
１
－
－
－
２

２７６
１１２
３８８

２７６
－

２７６

⑷信用リスク削減手法に関する事項

１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
２．上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、
　　農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第 46
　　条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含
　　みません。
３．その他とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。具体的には信用保証協
　　会等保証付等が含まれます。

（注）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、
上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて
記載しています。

（注）

⑸派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
該当ありません。

⑹証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

⑺出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価
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ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（単位：百万円）

売却益
売却損
償　却

平成 25年度 平成 26年度
41
－
－

48
－
－

（単位：百万円）

金利リスクに関して内部管理上使用した金利
ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成 25年度 平成 26年度

75 101

（単位：百万円）

評価損益
平成 25年度 平成 26年度

0 74

（単位：百万円）

評価損益
平成 25年度 平成 26年度

－ －

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にか
　　  かる売買損益は含まれておりません。

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、そ
　　の他有価証券の評価損益です。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関
　　連会社の評価損益です。

（注）金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例
　　えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生するリスク量を見る
　　ものです。当組合では、金利ショックはパーセンタイル値（保有期間 1 年、最低 5 年
　　の観測期間で計測される金利変動の 1 パーセンタイル値と 99 パーセンタイル値によっ
　　て計算される経済価値の低下額を算出する方法）を用いて金利リスクを算出しており
　　ます。

⑻金利リスクに関する事項
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12 役 員 一 覧（理事および監事の氏名・役職名）

13 報酬体系について

理 事 長（ 代 表 理 事 ）

専 務 理 事（ 常　 勤 ）

常 務 理 事（ 常　 勤 ）

理　　 事（ 常　 勤 ）
本 店 営 業 部 長

理　　 事（ 常　 勤 ）
業 務 部 長

理　　 事（ 非 常 勤 ）

理　　 事（ 非 常 勤 ）

稲 田 匠 美

内 山 哲 男

福 永 史 明

須 田 要 輔

間 宮 哲 男

西 川 　 進

藤 田 敏 彦

常 勤 監 事（ 代 表 理 事 ）

員 外 監 事（ 非 常 勤 ）

監　　 事（ 非 常 勤 ）

隅 　 正 敏

伊 藤 紀 光

銭 谷 義 則

◆対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監
事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」
及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退
職慰労金」で構成されております。
　（１）報酬体系の概要
　　【基本報酬及び賞与】

　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理
事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当組合の理事会にお
いて決定しております。また、各監事の基本報酬及び賞与額につきましては、
監事の協議により決定しております。

（平成 27 年 6 月 24 日現在）

＊

＊

当組合は、職員出身者以外の理事（＊印）
の経営参画により、ガバナンスの向上
や組合員の意見の多面的な反映に努め
ています。
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（単位：千円）

（単位：人）

5,575

579

6,154

5,553

577

6,130

5,616

569

6,185

5,674

576

6,250

5,575

574

6,149

区　分
理　事
監　事
合　計

35,190
3,560
38,750

当期中の報酬支払額
70,000
10,000
80,000

総会で定められた報酬限度額

平成 22年度区　　分

個　　人

法　　人

合　　計

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度

　　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総
代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主と
して次の事項を規定で定めております。
　a．決定方法　　b．支払手段　　c．決定時期と支払時期

　（２）役員に対する報酬

　（３）その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第 69 条第 1 項第 6 号等の規
定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は
財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定
める件」（平成 24 年 3 月 29 日付金融庁告示第 23 号）第 3 条第 1 項第 3 号及び
第 5 号に該当する事項はありません。

◆対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、
当組合の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者
のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、平成 26 年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律執行規則第 15 条別紙様式第 4 号「付属
　　　明細書」における役員に対する報酬です。
注２．支払人数は、理事８名、監事４名です。
注３．上記以外に支払った役員賞与金、退職慰労金はありません。

注１．対象職員等には、期中に退職した者を含めております。
注２．「同等額」は、平成 26 年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職給与規程」に基づき
　　　支払っております。
　　　　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のよ
　　　うな自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が
　　　過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

14 組合員の推移
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15 営業地区と店舗配置

山陽小野田市・宇部市・美祢市・山口市（旧吉敷郡に限る）

山陽小野田市中央一丁目２番４０号
　　　　同　　　　　　上
山陽小野田市日の出三丁目８番３号
宇部市西宇部南三丁目２番２８号
山陽小野田市厚狭一丁目２番２２号

平日9：30～18：00 土曜日9：30～17：00 日曜・祝日9：30～17：00
平日8：00～20：00 土曜日9：00～17：00 日曜・祝日9：00～17：00

店 舗 の 名 称 所　　　　　在　　　　　地 電 　 話 　 番 　 号 F  A  X 番 号
本 部
本 店 営 業 部
高 千 帆 支 店
西 宇 部 支 店
厚 狭 支 店

（代）
（代）
（代）
（代）
（代）

０８３６－８４－３３００
０８３６－８３－２５６３
０８３６－８３－２４１３
０８３６－４１－０８８８
０８３６－７３－００１０

０８３６－８３－７１００
０８３６－８３－６９００
０８３６－８３－７５８８
０８３６－４１－０４５７
０８３６－７２－２１４９

出 張 所 の 名 称 所　　　　　在　　　　　地 A  　 T 　  M 　 ご 　 利 　 用 　 時 　 間
ウエスタまるき中川店出張所
埴　生　出　張　所

山陽小野田市中川二丁目６６３３番地１
山陽小野田市埴生（ドライブインみちしお横）

本
部
・
本
店

西
宇
部
支
店

高
千
帆
支
店

厚
狭
支
店

商工センター

県立小野田
工業高等学校 ゼネラル石油

SS

山口県信組本店

文
至サンパーク 至宇部

山口県信組
西宇部支店

昭和シェルGS

宇部ステーション
ホテル

至山陽小野田市 至小郡

至
東
割

宇部駅

山口県信組
高千帆支店

至美祢

交番

至船木

小野田駅

至下関

山口県信組
厚 狭 支 店

厚狭駅

山陽総合事務所

至下関 至小郡

キャッシュカードのご利用の皆さま（個人）全員！

■セブン-イレブンATMご利用無料の時間帯

■残高照会は無料です。■時間外、日祝日等のご利用は108円の手数料が必要です。

22:00

19:00

7:00

9:00

月～金曜日

土曜日
日曜日

8:00

8:45 18:00

セブン-イレブンでのご利用は０円
①現金支払
②現金入金
③残高照会

利用手数料は

有料となる時間帯も
ございます。

０円お引出し
ご入金

残高照会

108円108円
108円

108円
108円

108円

０円
０円

14:00
108円

⑴営業地区

現在の店舗配置は、次のとおり４店舗となっております。
⑵店舗配置

⑶店舗外キャッシュコーナー（２出張所）

◦本部・営業店舗の所在地

　　当組合設置 ATMは全台ハンドセット方式を採用し、利便性の向上に努めております。
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100円～300万円未満
300万円以上

1，000万円以上
100円～300万円未満
　100円以上
100円以上
100円以上

普通預金と定期預金・自動融資がセットになっ
ており、資金を有利に運用しながら、いざとい
うとき便利な預金です。
なお、自動融資は定期預金の９０％（最高２０
０万円までご利用いただけます）までです。
ご家庭のサイフ代わりにおつかいください。給
与振込みや公共料金等の自動支払もできます。

基準残高に応じて金利が変動し、定期預金なみ
の高利回りとなっております。
事業者の支払いに便利な小切手・手形を利用す
る預金です。
まとまった資金の短期運用に便利、お引出しは
２日前までにご連絡ください。
納税のための預金です。普通預金よりも利息が
高く、また、お利息は非課税です。

「総合口座」「普通預金」と同じ機能を持ち、
お利息はつきませんが預金保険制度により全額
保護されています。

まとまった資金を一番有利に運用する預金です。
総合口座にセットすることができます。６カ月
毎に金利の変わる変動金利型もあります。

種　　　類 お預入期間 お預入金額 特　　　　　　　　　色

総 合 口 座

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

当　座　預　金

通　知　預　金

納税準備預金

積立定期預金
定　期　積　金

無利息型普通預金
（決済用預金）

定
期
預
金

スーパー定期
スーパー定期
大 口 定 期
期日指定定期
変動金利定期

自　　由

自　　由

自　　由

自　　由

自　　由

７日以上
入金は自由、お
支払いは納税時
１ヵ月～５年
１ヵ月～５年
１ヵ月～５年

３年
３年

１年～５年
１年～５年

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

5，000円以上

（いつでも自由）目標に向かって計画的かつ有利に積立できます。
毎月きまった金額を積立て、財産の貯蓄に便利です。

※預金等の保護について
金融機関が万一破綻した場合に、預金保険
で保護される預金等の額は、「無利息、要
求払い、決済サービスの提供」という３つ
の要件を全て満たす決済用預金に該当する
ものは全額、それ以外の預金等については
１金融機関ごとに預金者１人当たり元本
1,000万円までとその利息等です。

当座預金・利息のつ
かない普通預金等
利息のつく普通預金・
定期預金・貯蓄預金・
通知預金・定期積金・
納税準備預金等

全額保護

元本1，000万円まで
とその利息等保護

保護対象外外貨預金・譲渡性預金等

預 金 等 の 分 類 保護の範囲

決済用預金

一般預金等

種　　　類 内　　　　　　　　　　　　　容

自 動 預 払 A T M

デビットカードサービス
キャッシュ・サービス
クレジットカード
給　与　振　込
年　金　振　込
貸　　金　　庫
夜　間　金　庫
自動支払いサービス
為 替 サ ー ビ ス
株式等払い込み
でんさいネットサービス
火 災 保 険 の 窓 販

カード１枚でお引き出しができます。ＡＴＭは通帳でのお預け入れもできます。
本店・高千帆支店・西宇部支店・厚狭支店及びウエスタまるき中川店・埴生（みちし
お）の店舗外キャッシュコーナーでご利用できます。
ジェイデビットのマークのある加盟店で、お手持ちのキャッシュカードによりお買い物の支払いができます。
キャッシュカード１枚で、全国のＭＩＣＳ加盟金融機関及び郵便局またセブンイレブン等でお引き出しできます。
ピーターパンカード、ＪＣＢ、ＵＦＪニコス、ＤＣ、ＶＩＳＡ等各種クレジットのお取扱い。
お給料、ボーナスの自動受け取り。
あなたの年金が指定した口座に自動的に入金されます。
重要書類、貴重品等を安全にお守りします。秘密保持も万全です。
お店の売上金の盗難防止に役立ちます。
公共料金、税金、クレジット等の自動支払いです。
全国どこへでもスピーディーなお振込みができます。
会社設立、増資の払い込みのお取扱い。
手形・振込に代わる新しい資金決済サービスです。窓口でご相談下さい。
住宅ローンに関連した長期火災保険の取扱いをしております。

16 営業内容のあらまし
◆預　金・積　金

◆各種サービス
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◆個人ローン
種　　　類 資金のお使い道 ご融資金額 ご融資期間 担保・保証人

住 宅 ロ ー ン

フリー ロ ー ン

シルバーライフローン

しんくみパートナーズ

カ ード ロ ーン

リフォームローン

リフォームローン・ワイド

カーライフローン

奨 学 ロ ー ン

スーパーフリーローン

スーパークイックローン

ス ー パ ー 30
　（当座貸越）　
ス ー パ ー 50
　（当座貸越）　

教育カードローン
「チャンス」

山陽小野田市
水洗便所改造資金
宇部市下水道
排水設備整備資金

住宅の購入・新築・建替え・増改
築・住宅予定地の購入・住宅資
金の借換資金
水洗便所改造資金
（山陽小野田市の斡旋者対象）
下水道排水設備整備資金
（宇部市の斡旋者対象）
ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）
ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）
ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

個人事業者向け事業資金

自宅の改築・改装資金

リフォーム関連資金・リフォーム
資金に関するローンの借換資金
車両購入・修理・車検・運転
免許取得資金
入学金・授業料・アパート代
等の費用

ご自由（旧債借換資金も利用可）
但し、事業性資金は除く
ご自由
（事業性資金、旧債借換資金も利用可）

受験時・入学時・在学中に係
る費用

３５年以内

６０ヵ月以内

６０ヵ月以内

７年以内

５年以内

５年以内

６ヵ月以上
１０年以内

６ヵ月以上
１０年以内

６ヵ月以上
１５年以内
６ヵ月以上
７年以内

６ヵ月以上
５年以内

６ヵ月以上
９年以内

３年
原則として自動更新

３年
原則として自動更新

３年
原則として自動更新

１０万円以上
６千円以内

１０万円以上
６０万円以内
１０万円以上
３００万円以内

１０万円以上
３００万円以内

１０万円以上
３００万円以内

１０万円以上
３００万円以内
１０万円以上
１００万円以内

３０万円以内

５０万円以内

３００万円以内

１０万円以上
１００万円以内
５０万円以上
５００万円以内

１０万円以上
５００万円以内

１０万円以上
５００万円以内

１００万円以上
１千万円以内

１０万円以上で
市が指定した額

土地・建物・保証人１名以上
（保証会社の保証の場合、
　保証人不要）

担保・保証人不要

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

保証会社の保証

国の教育ローン
（日本政策金融公庫代理貸付）

学校教育法等に定める教育施
設に入学・在学に要する費用 １０年以内３００万円以内 （財）教育資金融資保証基金

または保証人１名

保証会社の保証

（注）金利は各制度により異なり、また、金融情勢により変更されますので省略してあります。
　　　なお、詳細は窓口でご相談ください。

◆事業者向け融資

一 般 融 資

種　　　類 内　　　　　　　　　　　　　　　容

県・市制度融資

代　理　貸　付

１．手形割引………一般商業手形の割引
２．手形貸付………運転資金等短期のご融資
３．証書貸付………設備資金等長期のご融資
４．当座貸越………一定の極度まで繰り返し自由にご利用可能

山口県、山陽小野田市、宇部市の各制度融資を取り扱っております。

日本政策金融公庫、商工中金、全国信用協同組合連合会、中小企業基盤整備機構等の貸
付け取扱い窓口として代理業務を取扱っております。

（注）事業に必要な資金は、どんなことでもご相談ください。

スピ ード ロ ー ン ご自由
（事業性資金、旧債借換資金も利用可）

ただし、受験費用に係る費用の
場合は極度額を100 万円

入学予定月９ヵ月
前から就学者の卒
業予定年月

１０万円以上
３００万円以内

６ヵ月以上
７年以内
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◆主な手数料

支払利息証明書発行手数料
預金・融資（履歴・明細）発行手数料
各種調査資料作成手数料
当座小切手帳
約束手形帳
為替手形帳
普通・当座入金帳
マル専口座開設料
マル専約束手形用紙
CD／ATM他行間利用手数料
CD／ATM延長時間帯および土曜日・日曜日・祝日利用手数料
株式・出資払込事務取扱手数料
返済予定表再発行手数料
融資証明書発行手数料

不動産担保取扱手数料

振

　
　
　込

カ
ー
ド
振
込

取
立
そ
の
他

他行宛 電信扱い

当組合本支店宛

同一店舗

給与振込
当組合同一店舗・本支店宛

他行宛

他行宛

他行宛

当組合本支店宛

同一店舗
貸出に係るもの
上記以外のもの

同一交換区域内の手形・小切手（本支店のものは除く）
送金・振込組戻料（本支店間も含む）
取立手形（組戻料・不渡返却料・店頭呈示料）

通帳・証書・キャッシュカード再発行手数料
出資証券再発行手数料
自己宛小切手発行手数料

残高証明書発行手数料 所定のもの
所定外のもの

〃
〃

住宅ローン返済条件変更等手数料（一部繰上返済）
　　　　　　　〃　　　　　　　（全額繰上返済）
アパートローン返済条件変更等手数料（一部・全額繰上返済）
各種貸出金の条件変更手数料

貸金庫使用料

夜間金庫使用料

窓口両替手数料

両替持参手数料

硬貨入金手数料

（住宅ローン以外）
（住宅ローン）
（新規設定事務）3千万円以上
（　　　　　　）1千万円以上
（　　　　　　）1千万円未満
（追加設定事務）
（極度変更事務）
（順位変更事務）
（一部抹消事務（事業用不動産））

〃
〃
〃
〃
〃
〃

1枚～ 100枚
101枚～ 200枚
201枚～ 300枚
301枚～ 400枚
401枚～ 500枚
501枚～ 600枚
601枚～ 700枚
701枚～ 800枚
801枚～ 900枚
901枚～1000枚
1,001枚以上
50万円未満
50万円以上
500枚以下
501枚以上

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

648円
864円
324円
540円
216円
432円
無料
648円
864円
324円
540円
108円
216円
無料

　864円
　648円
　216円
1,080円
1,080円
1,080円
1,080円
540円
540円
1,080円
1,080円
540円

864円
1,080円
1,080円
1,080円
3,240円
540円
108円
108円

1,080円
3,240円
1,080円
54,000円
32,400円
16,200円
16,200円
16,200円
16,200円
16,200円
3,240円
32,400円
5,400円
10,800円
8,640円
5,400円
6,480円
無料
108円
216円
324円
432円
540円
648円
756円
864円
972円
1,080円
540円
864円
無料
324円

540円（２枚目以降はプラス108円）

（払込金額の３／１，０００）×1.08

（１件）
（１枚）
（１枚）
（１通）
（１通）
（１通）
（１件）
（１枚）
（１冊：５０枚）
（１冊：５０枚）
（１冊：５０枚）
（１冊）
（１件）
（１枚）

（１件）
（１通）
（１通）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
（１件）
大型１年間
小型１年間
使用料月額

１回につき
１回につき

（上記の手数料には消費税を含んでいます）

17 手数料の一覧
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資　料　編

　「協同組合による金融事業に関する法律」（協
金法）第５条の８第３項の規定に基づき有限
責任監査法人トーマツの監査を受けています。

　平成１８年３月期以降の決算期に係るディ
スクロージャー誌に、代表理事が「直近の事
業年度における財務諸表の適正性および財務
諸表作成に係る内部監査の有効性を確認して
いる旨」を記載することになりました。

会計監査人による監査 代表理事による適正性・有効性の確認
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経 理 ・ 経 営 内 容

1．貸借対照表 （単位：千円）

◆資産の部 ◆負債及び純資産の部
平成25年度科　　　目 平成26年度

（資産の部）
現　　　　　　　　金
預　　　 け　　　 金
有　　価　　証　　券
　国　　　　　　　債
　社　　　　　　　債
　株　　　　　　　式
　そ の 他 の 証 券
貸　　　 出　　　 金
　割 引 手 形
　手 形 貸 付
　証 書 貸 付
　当 座 貸 越
そ の 他 資 産
　未 決 済 為 替 貸
　全 信 組 連 出 資 金
　未 収 収 益
　そ の 他 の 資 産
有 形 固 定 資 産
　建　　　　　　　物
　土　　　　　　　地
　その他の有形固定資産
無 形 固 定 資 産
　ソ フ ト ウ ェ ア
　その他の無形固定資産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
  （うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

３９５,０１６

５,５６８,４１１

３,９６２,７２１

５８１，６５０
１，９１５，６９５

３２９，３０５
１,１３６，０６８
１７,３９０,８６４

３０５，２９２
３，１６２，７６６

１２，４８９，０３７
１，４３３，７６７
１８７,６１９

５９９
１１０，０００
４０，６９４
３６，３２５
２３４,２７５

７２，９９７
１１４，６０６
４６，６７１
２,４８９

６０５
１，８８３
２１,２５２

１４７,８２８

△７９６,５５５

７７７，８６１

２７,１１３,９２３

 （△　　　　　）

平成25年度科　　　目 平成26年度

（負債の部）

（純資産の部）

預　　金　　積　　金
　当 座 預 金
　普 通 預 金
　貯 蓄 預 金
　通 知 預 金
　定 期 預 金
　定 期 積 金
　そ の 他 の 預 金
借　　　 用　　　 金
　借　　　入　　　金
そ の 他 負 債
　未 決 済 為 替 借
　未 払 費 用
　給 付 補 填 備 金
　未 払 法 人 税 等
　前 受 収 益
　払　戻　未　済　金
　そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
偶 発 損 失 引 当 金
債　　務　　保　　証
負 債 の 部 合 計

出　　　 資　　　 金
　普　通　出　資　金
利 益 剰 余 金
　利　益　準　備　金
　その他利益剰余金
　　特 別 積 立 金

２５,３６６,４８２
９６，０３５

７，２０８，９７２
２，５５０，１５７

―
１４，８１３，８６５

６０９，８８０
８７，５７０
３５０,０００

３５０，０００
６８,３２０

８，２０３
３０，７９２

６６６
４５６

２２，８７２
２２５

５，１０４
１０,０３３

２６,３０６

９,４３１

４０,１８６

１４７,８２８

２６,０１８,５８８

３１２,９４９

３１２，９４９
７８３,１５６

２１９，６５９
５６３，４９７
５００，０００

６３，４９７

１,０９６,１０５

７７０

７７０

１,０９５,３３５

２７,１１３,９２３

 △

 △

（注）金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。以下の各表における金額についても同様であります。

当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金）

組 合 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

４９３,４２３

５,７３３,５６３

４,２９８,３２７

１，１２８，０２９
１，８１０，９４６

２７８，３７７
１,０８０，９７４
１８,０８８,３４８

４４４，９５６
３，１３７，７５７

１３，３２０，１３４
１，１８５，４９９
１６０,４５５

１，２００
１１０，０００
３２，１８１
１７，０７３
２３１,９０７

７４，２６２
１１４，６０６
４３，０３９
２,４４８

５６４
１，８８３
１,６７４

１１８,１５６

△８５７,６２７

８１５，２１７

２８,２７０,６７７

 （△　　　　　）

２６,４４３,７３６
１１５，７５４

７，７２７，５０３
２，４６４，０２８

３１２，０００
１４，９７６，７０２

７６５，３８５
８２，３６０
３５０,０００

３５０，０００
４７,０４６

４，４４２
１５，９９１

５２８
４５６

１９，７２３
１，０９５
４，８０８
１０,３１２

２４,０８８

１０,０３１

４４,６０５

１１８,１５６

２７,０４７,９７７

３１３,０５０

３１３，０５０
８５４,９４８

２２９，６５９
６２５，２８９
５００，０００

１２５，２８９

１,１６７,９９８

５４,７０１

５４,７０１

１,２２２,７００

２８,２７０,６７７
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１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位 
　　未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ
　　の他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原
　　価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
　　動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全
　　部純資産直入法により処理しております。
３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に
　　取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用しております。また、主な耐用
　　年数は次のとおりであります。
　　　建　物　　３年〜 50 年
　　　その他　　３年〜 30 年
４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利
　　用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しており
　　ます。
５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日
　　本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権
　　に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績か
　　ら算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
　　債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
　　と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
　　権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てておりま
　　す。
　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査
　　定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。
　　また、正常先及び要注意先債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における
　　支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を引当てております。
６．借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であ
　　ります。
７．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当
　　事業年度に帰属する額を計上しております。
８．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
　　資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
　　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）
　　を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
　（１）制度全体の積立状況に関する事項（26 年３月 31 日現在）
　　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　３３６, ４８１百万円
　　　　　年金財政計算上の給付債務の額　　３２３, １６６百万円
　　　　　差引額　　　　　　　　　　　　       １３, ３１５百万円

（貸借対照表の注意事項）
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　（２）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　（平成 25 年４月分〜平成 26 年３月分）　　　 ０. ２２６％
　（３）補足説明
　　上記（１）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高２９, ８６５百万円及び別途
　　積立金４３, １８０百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１８年の
　　元利均等償却であり、当組合は当事業年度の計算書類上、特別掛金４百万円を費用処理しており
　　ます。
９．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
　　支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
10．偶発損失引当金は、破綻懸念先以下の債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金の将
　　来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。
11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
12．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　１, ０８２百万円
13．有形固定資産の減価償却累計額　６０８百万円
14．貸出金のうち、破綻先債権額は２３百万円であります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
　　により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
　　（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭
　　和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定
　　する事由が生じている貸出金であります。
15．貸出金のうち、延滞債権額は２, １９０百万円であります。
　　なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
　　援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。
16．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２百万円であります。
　　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延し
　　ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
17．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２６百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
　　利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金
　　で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。
18．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２, ２４２百万
　　円であります。
　　なお、14. から 18. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
19．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、パソコン・ファクシミリ・複写機について、リース
　　契約により使用しています。
20．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、444 百万円であります。
21．公金取扱い、手形交換取引のために預け金１百万円を担保提供しております。
　　上記のほか、為替取引、全国信用組合保障基金及び全国信用協同組合連合会との当座貸越契約の 
　　ために預け金１, ３８２百万円を担保として提供しておりますが、これらに対応する債務はあり
　　ません。
22．出資１口当たりの純資産額は１, ９５２円８８銭です。
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23．金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
　　　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）
　　　をしております。
　（２）金融商品の内容及びそのリスク
　　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業
　　　推進目的で保有しております。
　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクにさら
　　　されております。
　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクにさらされております。
　　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにさらされております。
　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　①　信用リスクの管理
　　　当組合は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個
　　　別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応な
　　　ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に常勤役員会や理事
　　　会を開催し、審議・報告を行っております。
　　　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
　　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を定期的
　　　に行うことで管理しております。
　　②　市場リスクの管理
　　　ⅰ　金利リスクの管理
　　　　当組合では、一定の金利ショックを想定した場合の金融商品の金利リスクの計測や金利更改
　　　　を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などを管理システムにより定期
　　　　的に計測を行い、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めています。なお、
　　　　計測の結果は理事会へ報告しています。
　　　ⅱ　価格変動リスクの管理
　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤役員会の方針に基づき、理事会の監督
　　　　の下、有価証券運用規程に従い行われております。
　　　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定の
　　　　ほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　保有している株式は、純投資目的又は事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市
　　　　場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　　　　これらの情報は総務部を通じ、理事会において定期的に報告されております。
　　　ⅲ　市場リスクに係る定量的情報
　　　　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有

　　　　価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
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　　　　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間１年、過去５年の観測期間
　　　　で計測される９９パーセンタイル値を用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の
　　　　変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
　　　　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金利群と変動金利群
　　　　に分けて）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
　　　　用いております。
　　　　なお、当事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の
　　　　９９パーセンタイル値を用いた経済価値は１０１百万円減少するものと把握しております。
　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
　　　　ク変数との相関を考慮しておりません。
　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
　　　　じる可能性があります。
　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当組合は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
　　　考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
　　　れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
　　　め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示
　　　しております。
24．金融商品の時価等に関する事項
　　平成 27 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりませ
　　ん（（注２）参照）。
　　　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

　　（＊ 1）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代
　　　　わる金額」が含まれております。
　　（＊ 2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（単位：百万円）

時　　価貸借対照表
計　上　額 差　　額

（1）預け金（*1）
（2）有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券
（3）貸出金（*1）
　　貸倒引当金（*2）

　　　金融資産計
（1）預金積金（*1）
（2）借用金（*1）
　　　金融負債計

5,733
4,295
1,467
2,828
18,088
△857
17,231
27,260
26,443
350

26,793

5,750
4,329
1,501
2,828

17,785
27,864
26,458
350

26,808

16
33
33
－

554
604
14
－
14
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  （注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
　（１）預け金
　　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時 
　　　　価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算
　　　　定し、当該現在価値を時価とみなしております。
　（２）有価証券
　　　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
　　　ります。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
　　　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については、25. から 28. に記載しており
　　　ます。
　（３）貸出金
　　　　貸出金は、以下の①〜②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
　　　　金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金
　　　　額として記載しております。
　　　①　６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その
　　　　　貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
　　　②　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利
　　　　　（LIBOR、SWAP 等）で割り引いた価額を時価とみなしております。
金融負債
　（１）預金積金
　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており
　　　ます。定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、
　　　元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR）で割り引いた価額を時価とみなしております。
　（２）借用金
　　　借用金については、帳簿価額を時価としております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時
　　  　価情報には含まれておりません。

　　（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
　　　　　ことから時価開示の対象とはしておりません。
25．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「社債」、
　　「株式」、「その他の証券」のほか、「預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以下 27. ま
　　で同様であります。
　（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　（２）満期保有目的の債券

（単位：百万円）

区　　　分
非上場株式（*1） ２

貸借対照表計上額
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　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
　

　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

　　（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に該当する有価証券はありません。
　（４）その他有価証券
　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

　　（注）　１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上した
　　　　　　　ものであります。
　　　　　２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著
　　　　　　　しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものに
　　　　　　　ついては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度
　　　　　　　の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度における
　　　　　　　減損処理額はありません。
　　　　　　　また、時価が「著しく下落した」と判定するための基準は、取得原価に対する当事業
　　　　　　　年度末における時価の下落率が 50％以上である場合には著しい下落であると判定し、
　　　　　　　下落率が 30％以上 50％未満の銘柄については、信用状況ならびに時価の推移を検討し、
　　　　　　　判定しております。

百万円
貸借対照表計上額　　　　時　　価　　　　　差　　額

貸借対照表計上額　　　　時　　価　　　　　差　　額

百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

国　債
社　債
その他
小　計

社　債
小　計
合　計

56
1,011
200
1,268

199
199
1,467

57
1,038
205
1,301

199
199
1,501

0
27
5
33

△0
△0
33

貸借対照表計上額　　　　取得原価　　　　　差　　額
百万円 百万円 百万円株　　式

債　　券
　国　債
　社　債
そ の 他
小　　計

220
1,272
1,071
201
625
2,119

173
1,251
1,051
200
605
2,030

47
21
19
1
20
89

貸借対照表計上額　　　　取得原価　　　　　差　　額
百万円 百万円 百万円株　　式

債　　券
　社　債
そ の 他
小　　計
合　　計

55
398
398
255
708
2,828

59
400
400
263
723
2,753

△4
△1
△1
△8
△14
74
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26．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
27．当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
　　　　売却価額　１, ２０４百万円　　売却益　８５百万円　　売却損　−百万円
28．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとお
　　りであります。

29．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受け
　　た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
　　とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は１, ８６２百万円であり、全
　　ての契約が原契約期間１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その
　　ものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら
　　の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実
　　行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられて
　　おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約
　　後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約
　　の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
30．１．繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　 上
　

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10 年以内

10 年超

百万円債　　券
国　債
社　債

そ の 他
合　　計

357
56
300
200
558

百万円1,010
－

1,010
402
1,412

百万円963
563
399
55

1,018

百万円607
507
100
28
635

繰延税金資産
　　貸倒引当金損金算入限度額超過額
　　税務上の繰越欠損金
　　減価償却限度額超過額
　　偶発損失引当金
　　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計

214百万円
124百万円
20百万円
11百万円
21百万円
393百万円
△371百万円
21百万円

繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金
　　繰延税金負債合計
　　繰延税金資産（負債）の純額

20百万円
20百万円
1百万円
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2．損益計算書 （単位：千円）

平成25年度 平成26年度科　　　目 平成25年度 平成26年度科　　　目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

　貸　出　金　利　息

　預　け　金　利　息

　有価証券利息配当金

　その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益

　受 入 為 替 手 数 料

　その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益

　国債等債券売却益

　その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益

　償 却 債 権 取 立 益

　株 式 等 売 却 益

　その他の経常収益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

　預 金 利 息

　給付補填備金繰入額

　借　用　金　利　息

役 務 取 引 等 費 用

　支 払 為 替 手 数 料

　その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用

　国債等債券償還損

　その他の業務費用

経　　　　　　　　費

　人　　　件　　　費

　物　　　件　　　費

　税　　　　　　　金

そ の 他 経 常 費 用

　貸倒引当金繰入額

　貸　出　金　償　却

　その他の経常費用

経 　 常 　 利 　 益
（又は経常損失）

５７４,０３８

５０４，５６２

４１１，９３１

２７，７４４

６０，４８６

４，４００

２４，８８０

１６，３４１

８，５３８

１，８０５

―

１，８０５

４２，７８９

３８０

４１，７５７

６５１

５３９,６３２

４１，７８１

３０，４１０

７７８

１０，５９２

３０，４７５

４，９０６

２５，５６８

２４,０６５

２４,０６５

－

４０１，５８７

２６４，１８８

１３２，２０１

５，１９７

４１，７２３

１３，６９８

４,６３１

２３，３９３

３４,４０６

特 別 利 益

特 別 損 失

　固 定 資 産 処 分 損

　減 損 損 失
税引前当期純利益
（又は税引前当期純損失）
法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計
当　期　純　利　益
（又は当期純損失）
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金）

－

５,５６５

５,５６５

－

２８,８４１

４５６

２,２６８

２,７２４

２６,１１６

３７,３８１

６３,４９７

（損益計算書の注記事項）

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており
ます。なお、以下の注記については、表示単位未満
を切り捨てて表示しております。
２．出資１口当たりの当期純利益　１２９円４０銭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

６３０,９９０

５１３，４０７

４０９，５１５

１９，２４３

８０，２４７

４，４０２

２７，３１０

１６，３１１

１０，９９９

３８，４５６

３６，４５０

２，００６

５１，８１５

３６５

４８，８３１

２，６１９

５４９,６６８

３４，８９２

２９，１８０

４６２

５，２５０

３０，４４４

５，０１９

２５，４２４

－

－

－

３７９，４７７

２４５，６９１

１２８，６６２

５，１２３

１０４，８５４

９７，２６５

３１０

７，２７８

８１,３２２

－

３０４

３０４

－

８１,０１７

４５６

△　５５２

△　９５

８１,１１３

４４,１７６

１２５,２８９



－ 51 －

3．剰余金処分計算書 （単位：千円）

4．粗　利　益 （単位：千円）

6．経費の内訳 （単位：千円）

平成25年度科　　　目 平成26年度

６３,４９７

－
１９,３２１
１０，０００
９,３２１

（年３％の割合）
－
－
－

４４,１７６

当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金）
積 立 金 取 崩 額
剰 余 金 処 分 額
　利 益 準 備 金
　出資に対する配当金

　役　員　賞　与　金
　特　別　積　立　金
　（うち経営安定積立金）
繰越金（当期末残高）

（　　　　　　）

平成25年度科　　　目 平成26年度
２６４,１８８
２１１,９８４

６２０
２５,４３０
２６,７７４
１３２,２０１
６３,１０１
２０,２５２
１１,９１３
１,７６２
１６,２５０
１８,９２１
５,１９７

４０１,５８７
平成25年度科　　　目 平成26年度

5．業務純益 （単位：千円）

５０４，５６２
４１，７８１
４６２,７８１
２４，８８０
３０，４７５
５,５９４
１，８０５
２４,０６５
２２,２６０
４３４,９２７

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用
資 金 運 用 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用
役 務 取 引 等 収 支
その 他 業 務 収 益
その 他 業 務 費 用
そ の 他 業 務 収 支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率 1.52％ 1.82％

△ △

人　　　件　　　費
　報 酬 給 料 手 当
　賞与引当金純繰入額
　退 職 給 付 費 用
　社 会 保 険 料 等
物　　　件　　　費
　事　　　務　　　費
　固　定　資　産　費
　事　　　業　　　費
　人　事　厚　生　費
　減　価　償　却　費
　そ　　　の　　　他
税　　　　　　　金
経 費 合 計

業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

（注）１．資金調達費用は、金銭信託等運用見合費用を控除して表示しております。　　　

２．業務粗利益率＝̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶×１００

平成25年度科　　　目 平成26年度

128,888業　　務　　純　　益

9．主要な経営指標の推移 （単位：千円）

8．受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

平成25年度科　　　目 平成26年度
43,031
4,546

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

△

7．役務取引の状況 （単位：千円）

平成25年度科　　　目 平成26年度
２４，８８０
１６，３４１
８，５３８

－
３０,４７５
４，９０６
１６，７６０
８，８０８

役 務 取 引 等 収 益
　受 入 為 替 手 数 料
　その他の受入手数料
　その他の役務取引等収益
役 務 取 引 等 費 用
　支 払 為 替 手 数 料
　その他の支払手数料
　その他の役務取引等費用

△
△

（注）人件費は平成13年度より賞与引当金純繰入額を計上しております。

６７０,４６１

６２,７２２

５７,５４２

２６,７２６,５６２
１６,３１５,７０８
２,２３６,３８９
２８,２８２,５８５
９３５,０７８
１０.６４

２０９,３８９
４１８,７７８
６,２８０
４７

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
　　　２．総資産額には、債務保証見返は含んでおりません。
　　　

平成22年度区　　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

△

△

経 常 収 益
経 常 利 益
（ 又 は 経 常 損 失 ）
当　期　純　利　益
（又は当期純損失）
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自己資本比率（単体）
出 資 総 額
出 資 総 口 数
出資に対する配当金
職 　 　 員 　 　 数

％

口

人

６１９,４７４

１２５,９９８

１１９,３２５

２７,７９４,０８４
１６,３３７,２１１
２,９５８,０４３
２９,２４２,８８５
８２５,２７９
９．７７

２０９,０７２
４１８,１４５
６,２６８
４５

％

口

人

６００，８４２

３２，７３０

２１，１７６

２６，３２３，７７２
１６，５８２，３９９
２，８２５，６９１
２７，９９３，３０３
１，０４１，０１６

１０．３０
３０９，７１９
６１９，４３８
７，３５１
４２

％

口

人

５７４,０３８

３４，４０６

２６，１１６

２５，３６６，４８２
１７，３９０，８６４
３，９６２，７２１
２７，１１３，９２３
１，０９５，３３５

８．７９
３１２，９４９
６２５，８９８
９，３２１
４１

％

口

人

６３０,９９０

８１，３２２

８１，１１３

２６，４４３，７３６
１８，０８８，３４８
４，２９８，３２７
２８，２７０，６７７
１，２２２，７００

８．９９
３１３，０３０
６２６，１０１
９，３７１
３６

１２５,２８９

－
２９,３７１
２０，０００
９,３７１

（年３％の割合）
－
－
－

９５,９１８

５１３，４０７
３４，８９２
４７８,５１５
２７，３１０
３０，４４４
３,１３３
３８，４５６

－
３８,４５６
５１３,８３８

△

110,644

２４５,６９１
２０２,２２３

２７９
１６,６１１
２６,５７６
１２８,６６２
６３,７３３
２０,８０６
１０,７１１
２,５２７
１２,４５８
１８,４２５
５,１２３

３７９,４７７

２７，３１０
１６，３１１
１０，９９９

－
３０,４４４
５，０１９
１４，１２０
１１，３０４

8,845
6,888△

％

口

人

（　　　　　　）
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10．資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

11．先物取引の時価情報

12．オフバランス取引の状況

15．その他業務利益の内訳 （単位：千円）

16．
（単位：千円）

13．総資金利鞘等 （単位：％）

平均残高 利　息 利回り科　　目 年度

１．７６
１．６４
０．１２

資金運用勘定

う 　 ち
貸 出 金

う 　 ち
預金積金
う 　 ち
譲渡性預金

う 　 ち
預 け 金

う 　 ち
借 用 金

う 　 ち
有価証券

う 　 ち
金融機関貸付等

資金調達勘定

２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度
２５年度
２６年度

２８,６２６

１６，９３９

７，８３３

－

３，７４３

２６，９８８

２６，５４８

－

４３９

５０４，５６２

４１１，９３１

２７，７４４

－

６０，４８６

４１，７８１

３０，４１０

－

１０，５９２

１．７６

２．４３

０．３５

－

１．６１

０．１５

０．１１

－

２．４１

百万円 千円 ％

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成25年度７百万円、平成
　　　26年度９百万円）を控除して表示してあります。

金利スワップ、通貨スワップ、先物外国為替取引、
その他金融派生商品等の取扱いはありません。

取扱いはありません。

資金運用利回（ａ）
資金調達原価率（ｂ）
資 金 利 鞘（ａ－ｂ）

区　　　分 平成25年度 平成26年度

14．総資産利益率 （単位：％）

17．1店舗当たりの預金および貸出金残高 （単位：千円）

０．１２
０．０９

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

区　　　分 平成25年度 平成26年度

６，３４１，６２０
４，３４７，７１６

１店舗当たりの預金残高
１店舗当たりの貸出金残高

区　　　分 平成25年度末 平成26年度末

18．職員1人当たりの預金および貸出金残高 （単位：千円）

６１８，６９４
４２４，１６７

職員１人当たりの預金残高
職員１人当たりの貸出金残高

区　　　分 平成25年度末 平成26年度末

19．預貸率および預証率 （単位：％）

６８．５５
６３．８０
１５．６２

　　１４．０９

区　　　分 平成25年度末 平成26年度末

経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

（注）総資産経常（当期純）利益率＝̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶×１００

平成25年度科　　　目 平成26年度
１,８０５
－
－

１,８０５
２４,０６５
２４,０６５

－
－

２２,２５９

そ の 他 業 務 収 益
　国債等債券償還益
　国債等債券売却益
　その他の業務収益
そ の 他 業 務 費 用
　国債等債券償還損
　国債等債券売却損
　その他の業務費用
そ の 他 業 務 利 益

有価証券、金銭の信託等の取得価格
または契約価格、時価および評価損益
項　　目 取得価格または契約価格 時　価 評価損益

有価証券

金銭の信託

デリバティブ
等 商品

２５年度末
２６年度末
２５年度末
２６年度末
２５年度末
２６年度末

３，９６３，４９１

－

－

４，３３１，９１２

－

－

３８,４６２

－

－

（注）１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
　　　　　会計審議会：平成11年１月22日）に定める時価に基づいて表示して
　　　　　おります。なお、時価のないものについては、帳簿価格で表示してお
　　　　　ります。
　　　２．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する
　　　　　法律施行規則第４１条第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金
　　　　　融等デリバティブ取引、先物外国為替取引、有価証券デリバティブ取
　　　　　引等）を組み合わせた商品です。

預貸率

預証率

（期　　末）
（期中平均）
（期　　末）
（期中平均）

２８,０８０

１７，５９４

６，２２７

－

４，１４８

２６，６７０

２６，３１９

－

３５０

５１３，４０７

４０９，５１５

１９，２４３

－

８０，２４７

３４，８９２

２９，６４２

－

５，２５０

１．８２

２．３２

０．３０

－

１．９３

０．１３

０．１１

－

１．５０

３８,４５６
－

３６,４５０
２,００６

－
－
－
－

３８,４５６△

４，２２３，４９５

－

－

４，００１，９５３

－

－

１０８,４１６

－

－

６，６１０，９３４
４，５２２，０８７

１．８２
１．５５
０．２７

７３４，５４８
５０２，４５４

０．２９
０．２８

６８．４０
６６．８４
１６．２５
１５．７６
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資 金 調 達

20．預金種目別平均残高 （単位：千円,％） 22．財形貯蓄残高 （単位：千円）

23．定期預金の固定・変動金利別残高 （単位：千円,％）

１０，４６１，７３７
１５，９９９，９３２

－
８６，７５２

２６,５４８,４２３

３９．４
６０．３
－
０．３
100.0

種　　　目 平成25年度 平成26年度
金　額 構成比 金　額 構成比

流動性預金
定期性預金
譲渡性預金
その他の預金
合　　　　計

１４，１５７，２６７
６５６，５９８

－
１４,８１３,８６５

９５．６
４．４
－

100.0

区　　　分 平成25年度末 平成26年度末
金　額 構成比 金　額 構成比

固定金利定期預金
変動金利定期預金
そ の 他
合　　　　計

21．預金者別預金残高 （単位：千円,％）

２１，７６２，８３３
３，６０３，６４９
３，５２８，２６４
４８，５４５
２６，８４０

２５,３６６,４８２

８５．８
１４．２
１３．９
０．２
０．１
100.0

種　　　目 平成25年度 平成26年度
金　額 構成比 金　額 構成比

合　　　　計

個　　　　人
法　　　　人
一 般 法 人
金 融 機 関
公　　　金

２１，０１８財 形 貯 蓄 残 高
項　　　目 平成25年度末 平成26年度末

資 金 運 用

24．有価証券種類別平均残高（単位：千円,％） 25．有価証券の種類別・残存期間別残高 （単位：千円）

３２８，６３１
－

１，８１６，９８９
４１６，３６３
８１３，２８０
３６８，５９３
３,７４３,８５７

８．８
－

４８．５
１１．１
２１．７
９．９
100.0

区　　分 金　額 構成比

合　　　　計

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

国　　　　債
地　　方　　債
社　　　　債
株　　　　式
外 国 証 券
その他の証券　

合　　　　計

国　　　　債
地　　方　　債
社　　　　債
株　　　　式
外 国 証 券
その他の証券　

２２，００２
－

２００，０００
－

４０１，１９７
－

６２３,２００

５８１,６５０
－

１,９１５,６９５
３２９,３０５
９０１,２０９
２３４,８５９
３,９６２,７２１

５６，９６８
－

８０３，０４３
－

４００，０１２
３０，０７４

1,２９０,０９８

５０２,６８０
－

８１２，６５２
－

１００，０００
２９,９８３

１,４４５,３１５

－
－

１００，０００
－
－
－

１００,０００

－
－
－

３２９，３０５
－

１７４,８０１
５０４,１０７

区　分 1年以内 10年超1年超
5年以内

5年超
10年以内

期間の定め
の無いもの

種類別
合　計

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

　

合　　計

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

国 　 債
公社・公団債
社 債
株 式
外国証券
その他の証券

合　　計

国 　 債
公社・公団債
社 債
株 式
外国証券
その他の証券

１０，８３９，５２９
１５，３９２，５１７

－
８７，８２０

２６,３１９,８６７

４１．２
５８．５
－
０．３
100.0

２１，２９３，３０６
５，１５０，４２９
４，７７４，０８１
３４９，６７６
２６，６７２

２６,４４３,７３６

８０．５
１９．５
１８．１
１．３
０．１
100.0

１，０７１，４７２
－

１，６６５，６２４
３５９，４１９
６９６，３９４
３５５，６９２
４,１４８,６０３

２５．８
－

４０．１
８．７
１６．８
８．６
100.0

２１，５３４

１４，３０４，５４１
６７２，１６１

－
１４,９７６,７０２

９５．６
４．４
－

100.0

５６，９８４
－

３００，９４０
－

２００，１９９
－

５５８,１２３

－
－

１，０１０，１５１
－

４０２，３１９
－

1,４１２,４７０

５６３,７９５
－

３９９，８５４
－
－

５５,１５１
１,０１８,８０１

５０７,２５０
－

１００，０００
－
－

２８,１８８
６３５,４３８

－
－
－

２７８，３７７
－

３９５,１１６
６７３,４９３

１,１２８,０２９
－

１,８１０,９４６
２７８,３７７
６０２,５１８
４７８,４５６
４,２９８,３２７
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製 　 造 　 業
農 業 、林 業
漁　　　　業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 　 設 　 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 　 泊 　 業
飲 　 食 　 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、福 祉
その他のサービス
その他の産業

地方公共団体
雇用・能力開発機構等
個人（住宅・消費・納税資金等）

26．貸出金種類別平均残高 （単位：千円,％）

３６７，６２３
３，５４３，９９７
１１，８５５，２８８
１,１７２，２２２
１６,９３９,１３１

２．２
２０．９
７０．０
６．９

１００.０

科　　　目 平成25年度 平成26年度
金　額 構成比 金　額 構成比

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
合　　　　計

30．消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：千円,％）

４８７，０２０
２，５９３，３３２
３,０８０,３４２

１５．８
８４．２
１００.０

区　　分 平成25年度 平成26年度
金　額 構成比 金　額 構成比

消費者ローン
住宅ローン
合　　　　計

31．貸倒引当金の内訳 （単位：千円）

１８，６９４
７７７，８６１
７９６,５５５

９５,５４８
１８２，９０７
２７８,４５５

項　　目 平成25年度 平成26年度
期末残高 増減額 期末残高 増減額

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
合　　　　計

27．貸出金固定金利・変動金利別残高 （単位：千円,％）

１０，２３８，６５８
７，１５２，２０６
１７,３９０,８６４

５８．９
４１．１
１００.０

区　　分 平成25年度 平成26年度
金　額 構成比 金　額 構成比

固 定 金 利
変 動 金 利
合　　　　計

29．貸出金使途別残高 （単位：千円,％）

１１，２５１，７３３
６，１３９，１３０
１７,３９０,８６４

６４．７
３５．３
１００.０

区　　分 平成25年度末 平成26年度末
金　額 構成比 金　額 構成比

運 転 資 金
設 備 資 金
合　　　　計

28．貸出金業種別残高・構成比 （単位：千円,％）

１，４６４，０２１
－

５８２
－

３，８１４，６０４
２９９

１７，２９６
５６０，５４２
２，３６８，６０５

－
２，３９３，０６７
４８８，７３７
９５，０７５
３０６，２６９
４９３，４２７
１８２，６５５

－
３９，９９９

１，１５７，８７９
８９，３３１

１３,４７２,３９３
－
－

３，９１８，４７０
　　１７,３９０,８６４

８．４
－
０．０
－

２１．９
０．０
０．１
３．２
１３．６
－

１３．８
２．８
０．６
１．８
２．８
１．１
－
０．２
６．７
０．５
７７.５
－
－

２２．５
１００.０

業　種　別 平成25年度末 平成26年度末
金　額 構成比 金　額 構成比

合　　　　計

小　　　　計

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当
　　　勘定」に係る引当は行っておりません。

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

32．貸出金および債務保証見返担保別残高 （単位：千円）

２０４，４３６
１７５，２５８

－
－
－
－

３，６１３，１０３
４，７４６，７５７
６，２１５，１２５
６，０９１，８１１
７，２６０，７１０
６，９０１，８１３
９７，４８７
１７２，７０７

１７,３９０,８６４
１８,０８８,３４８

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１４７，８２８
１１８，１５６

－
－

１４７,８２８
１１８,１５６

区　　　　分 貸出金残高 債務保証見返額

当組合預金積金

有　価　証　券

動　　　　　産

不　　動　　産

信 用 保 証 協 会
　 ・ 信 用 保 険

保　　　　　証

信 　 　 用

合 　 　 　 計

平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成２５年度
平成２6年度
平成25年度
平成26年度

33．貸出金償却額 （単位：千円）

４,６３１貸 出 金 償 却 額
項　　　目 平成25年度 平成26年度

（注）平成26年度は、直接償却した金額から既に貸倒引当金として積立てた
　　　36百万円を除いております。

４２５，６６３
３，０８１，８１３
１２，７７０，８０２
１,３１６，１３７
１７,５９４,４１６

２．４
１７．５
７２．６
７．５

１００.０

９，９９７，０４３
８，０９１，３０５
１８,０８８,３４８

５５．３
４４．７
１００.０

６２６，５９５
３，５３２，６３２
４,１５９,２２７

１５．１
８４．９
１００.０

４２，４１０
８１５，２１７
８５７,６２７

２３,７１６
３７，３５６
６１,０７２

△
△

△

１，４３９，８３７
－

９３０
－

３，７９８，４０２
－

１４，８００
５６２，４４１
２，３０２，０８１

－
２，４６２，０６６
１４２，５０５
８９，６２４
３３２，６２２
５３８，４９２
１９８，０３３

－
７３，１１３

１，１２１，４５０
－

１３,０７６,４０２
４０，３００

－
４，９７１，６４６

　　１８,０８８,３４８

８．０
－
０．０
－

２１．０
－
０．１
３．１
１２．７
－

１３．６
０．８
０．５
１．８
３．０
１．１
－
０．４
６．２
－

７２.３
０．２
－

２７．５
１００.０

１０，６７５，６３０
７，４１２，７１８
１８,０８８,３４８

５９．０
４１．０
１００.０

３１０
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（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
　　　　　ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、
　　　　　金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立て
　　　　　があった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手
　　　　　形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

　　　２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したも
　　　　　の以外の未収利息不計上貸出金です。

　　　３．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。

　　　４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
　　　　　務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

　　　５．「担保・保証等（Ｂ）」は、「リスク管理債権総額（Ａ）」における自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められ
　　　　　る額です。

　　　６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

　　　７．「保全率（Ｄ）／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
　　　８．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であ
　　　　　り、全てが損失となるものではありません。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
　　　　　準ずる債権です。

　　　２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取
　　　　　りができない可能性の高い債権です。

　　　３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

　　　４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以
　　　　　外の債権です。

　　　５．「担保・保証等（Ｂ）」は「不良債権計（Ａ）」における自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められ
　　　　　る額の合計額です。

　　　６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する－般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

　　　７．金額は決算後（償却後）の計数です。

平成25年度末区　　　　　　　　　　　　　　分 平成26年度末
２,００１,２２９
３６，４１１

１，９３３，４９６
３，１２２
２８，２００

１,２１０,９４１
７７５,００５
１,９８５,９４６

９９.２３
９８.０６

34．リスク管理債権および同債権に対する保全額 （単位：千円,％）

リ ス ク 管 理 債 権 総 額
破 綻 先 債 権 額
延 滞 債 権 額
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

担 保 ・ 保 証 等
貸 倒 引 当 金
保 全 額 合 計
担 保・保 証 等 、引 当 金 に よる 保 全 率
貸 倒 引 当 金 引 当 率

　　　　　（Ａ）

（Ｂ）
（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）
　（Ｄ）／（Ａ）

（Ｃ）／（Ａ－Ｂ）

平成25年度末区　　　　　　　　　　　　　　分 平成26年度末
２４０，３３０
１，７６７，２２１
３１，３２２

２,０３８,８７３
１５，５２２，８２５
１７,５６１,６９８
１,２１２,３９１
７９０,９１９
２,００３,３１０

９８.２５
９５.６９

35．金融再生法開示債権および同債権に対する保全額 （単位：千円,％）

破 産 更 生 債 権 及びこれらに 準 ずる債 権
危 険 債 権
要 管 理 債 権
不 良 債 権 計
正 常 債 権
合 計
担 保 ・ 保 証 等
貸 倒 引 当 金
保 全 額 合 計
担 保・保 証 等 、引 当 金 に よる 保 全 率
貸 倒 引 当 金 引 当 率

　　　　　

（Ａ）

（Ｂ）
（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）
　（Ｄ）／（Ａ）

（Ｃ）／（Ａ－Ｂ）

３２２，２０４
１，９２１，８３６
２８，６５６

２,２７２,６９６
１５，９４２，７８６
１８,２１５,４８２
１,４１０,１１９
８２７,４８７
２,２３７,６０６

９８.４５
９５.９３

２,２４２,７２２
２３，８８７

２，１９０，１７９
２，２４４
２６，４１２

１,４０８,９１９
８２６,５００
２,２３５,４１９

９９.６７
９９.１２



－ 56 －

42．当組合の子会社

全国信用協同組合連合会
（株）商工組合中央金庫
（株）日本政策金融公庫
（独）住宅金融支援機構
（独）福 祉 医 療 機 構
そ の 他
合 計

そ の 他 業 務

36．代理貸付残高の内訳 （単位：千円）

－
－

２８６,２５８
４４０,６３６
３,２４５
２,７３２

７３２,８７１

－
－

２４９,７６９
３５４,３６１
２,６９８
１,３６６

６０８,１９４

区　　　分 平成25年度末 平成26年度末 平成26年度末　公庫・機構等別貸出残高構成比

●（独）福祉医療機構 0．4％

●その他 0．2％

●（独）住宅金融支援機構 58．3％ ●日本政策金融公庫 41．1％

37．内国為替取扱実績 （単位：百万円）

（平成27年3月末現在）

40．公共債引受額

38．外国為替取扱高 41．公共債窓販実績

39．外貨建資産残高

１６，１５１
１７，２８４
３０２
１９４

１３，９５４
１１，７５２
１９５
１８２

科　　　目 平成25年度 平成26年度
金額件数 金額件数

他の金融機関向け
他の金融機関から
他の金融機関向け
他の金融機関から

送金
振込
代金
取立

取扱いはありません。

取扱いはありません。取扱いはありません。

取扱いはありません。 該当はありません。

１５，５３２
１７，５２２
３１１
２７２

１３，３３２
１４，２４９
１６１
２４０
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